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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 20,499 20,966 20,918 22,307 23,982

経常利益 (百万円) 1,433 1,143 1,008 363 587

当期純利益 (百万円) 2,122 366 390 168 270

純資産額 (百万円) 6,722 6,771 6,943 6,847 7,865

総資産額 (百万円) 22,842 21,040 21,764 24,696 29,600

１株当たり純資産額 (円) 176.02 177.36 181.99 179.55 185.22

１株当たり当期純利益
金額

(円) 55.57 9.59 10.22 4.41 7.10

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.4 32.2 31.9 27.7 23.9

自己資本利益率 (％) 37.8 5.4 5.7 2.4 3.9

株価収益率 (倍) 16.7 67.0 55.9 65.1 36.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,645 △ 502 △ 82 △ 3,261 1,889

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,139 △ 27 △ 596 △ 1,741 △ 1,450

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,468 △ 433 △ 563 4,154 1,508

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,957 3,994 2,751 1,902 3,850

従業員数 (名) 603(118)575( 84)591( 91)624(102)714(126)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。
２　第74期、第75期及び第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載
しておりません。

    第77期及び第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄
化効果を有しないため、記載しておりません。

３　従業員数の(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
４　エヌシー技研株式会社及びシャプロ株式会社につきましては、第74期において清算したことに伴い、第74期に
おいて連結の範囲から除外しております。ただし、清算結了(平成18年３月)までの損益計算書については連結
財務諸表に含めております。
なお、シャプロ株式会社につきましては、平成18年１月、主要な事業を引き継ぎ新生シャプロ株式会社として
再スタートいたしました。

５　第74期まで連結子会社でありましたウエルライフ株式会社は、第75期に株式を売却したことに伴い、第75期に
おいて連結の範囲から除外しております。当該除外は期末除外であるため、当該会社の損益計算書については
連結財務諸表に含めております。

６  第75期連結会計年度より、従来、営業外収益に計上しておりました特許等実施料収入は、主たる営業活動の成
果であること、また金額の重要性が増したため売上高に含めて計上しております。

７　純資産額の算定にあたり、第75期連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第８号）を適用しております。
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８ 日本薬品工業株式会社は、第74期下半期に株式を売却したことに伴い、連結の範囲から除外し持分法適用関連
会社としました。そのため当該会社の中間期までの損益計算書については連結財務諸表に含めております。
また、第75期から第77期までは持分法適用関連会社でありましたが、第78期第３四半期末に株式を取得したこ
とに伴い、連結の範囲に含めております。そのため当該会社の第４四半期損益計算書については連結財務諸表
に含めております。

　

(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 18,358 19,072 19,823 21,490 22,837

経常利益 (百万円) 789 875 903 320 450

当期純利益 (百万円) 1,819 988 311 133 135

資本金 (百万円) 4,304 4,304 4,304 4,304 4,304

発行済株式総数 (千株) 38,522 38,522 38,522 38,522 38,522

純資産額 (百万円) 5,920 6,596 6,689 6,558 6,640

総資産額 (百万円) 20,525 20,311 20,837 23,689 26,627

１株当たり純資産額 (円) 154.21 171.86 174.40 171.06 173.14

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

0.00
(0.00)

2.00
(0.00)

3.00
(0.00)

3.00
(0.00)

3.00
(0.00)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 47.38 25.74 8.11 3.47 3.53

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.8 32.5 32.1 27.7 24.9

自己資本利益率 (％) 36.6 15.8 4.7 2.0 2.1

株価収益率 (倍) 19.6 25.0 70.4 82.7 73.7

配当性向 (％) ― 7.8 37.0 86.5 85.0

従業員数 (名) 553(51) 537(56) 551(62) 581(73) 586(77)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。
２　第74期、第75期及び第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載
しておりません。

　　第77期及び第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄化
効果を有しないため、記載しておりません。

３　従業員数は連結子会社への出向者を除く就業人数を記載しております。また、(外書)は臨時従業員の年間平均
雇用人員であります。

４　第75期事業年度より、従来、営業外収益に計上しておりました特許等実施料収入は、主たる営業活動の成果であ
ること、また金額の重要性が増したため売上高に含めて計上しております。

５　純資産額の算定にあたり、第75期事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業
会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適
用指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

昭和25年６月日立化学株式会社(旧商号)を設立

　　26年１月 東京都渋谷区に幡ヶ谷工場を開設

　　32年５月 東京都文京区に本社を移転

　　35年11月埼玉県三郷市に草加工場を開設

　　45年４月 埼玉県戸田市に物流管理センターを開設

　　45年７月 日本ケミファ株式会社に商号変更

　　45年12月日本薬品工業株式会社(現 連結子会社)を買収

　　46年10月東京証券取引所市場第二部に上場

　　48年10月埼玉県三郷市に研究所を開設

　　50年７月 東京都千代田区(現在地)に本社を移転

　　51年３月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

　　　 〃 　 ジャパンソファルシム株式会社(現 関連会社)を設立

　　52年10月茨城県真壁郡(現 筑西市)に茨城工場を開設、医薬品の製造を開始

　　54年４月 札幌支店、仙台支店、名古屋支店、大阪支店を開設

　　56年４月 東京支店開設

　　57年10月福岡支店開設

　　58年４月 広島支店開設

　　58年10月関越支店開設

　　60年４月 メディカル・システム・サービス株式会社を設立、病院内環境整備・衛生事業開始

　　61年９月 株式会社化合物安全性研究所(現 連結子会社)を買収

　　61年12月スイスフラン建新株引受権付社債発行

　　62年２月 ウエルライフ株式会社を設立、老人ホーム運営事業開始

　　63年４月 「ウラリット－Ｕ」発売

　　63年10月横浜支店開設

平成３年11月第二回スイスフラン建新株引受権付社債発行

　　４年６月 「ウラリット錠」発売

　　５年９月 「ソレトン錠」発売

　　７年６月 「カルバン錠」発売

　　14年５月 茨城工場において、環境マネジメントシステムの国際規格「ISO 14001」の認証取得

　　14年９月
　　　

Ranbaxy Laboratories Limited(本社：インド 以下、ランバクシー社)と包括的業務
提携契約締結

　　15年７月 「プラバスタン錠」発売

　　16年３月 日本調剤株式会社に対し第三者割当増資により新株式発行

　　17年10月埼玉県春日部市に物流センター業務を移転

　　17年11月日本薬品工業株式会社を、当社とランバクシー社との合弁会社とする

　　17年12月シャプロ株式会社（現 連結子会社）設立

　　20年４月 本社耐震リニューアル工事 竣工

　　20年７月 「アムロジピン錠『ケミファ』」発売

　　21年12月
　　　

ランバクシー社との包括的資本業務提携関係解消に伴い、日本薬品工業株式会社を連
結子会社とする

　　22年６月 創立60周年

　

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

  4/104



３ 【事業の内容】

当社グループは、連結財務諸表提出会社(以下、当社という)と連結子会社３社及び関連会社１社の５社で

構成されており、医療用医薬品を中核として、医療・健康・美容関連事業を行っております。

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社グループを構成している各社の事業に係る位置付けの

概要及び事業の種類別セグメントとの関係は次のとおりであり、事業の種類別セグメントと同一の区分で

あります。

前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました日本薬品工業株式会社は、当第３四半期末に

株式を取得したことに伴い、持分法の適用範囲から除外し、連結の範囲に含めております。

医薬品事業……………………医療用医薬品の製造・販売を主に行っております。

＜関係会社＞

日本薬品工業㈱、ジャパンソファルシム㈱

その他の事業…………………健康・美容関連事業、安全性試験の受託等を行っております。

＜関係会社＞

シャプロ㈱、㈱化合物安全性研究所

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

日本薬品工業㈱ 東京都千代田区 160医薬品の製造販売
(注)２
100.0

―
製商品・原料の購入及び販売
役員の兼任　３名

㈱化合物安全性研究所
北海道札幌市
清田区

250
安全性試験の受託
等

100.0 ― 医薬品の安全性試験の委託

シャプロ㈱ 東京都港区 120
健康・美容関連事
業

99.7 ―
 製商品の購入

 役員の兼任　１名

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　 　

ジャパンソファルシム㈱
(注)３・４

東京都千代田区 10医薬品仕入・販売 5.0 10.8
商品・原料の購入
役員の兼任　２名

(注) １　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２　このうち33.3％については株券消費貸借契約による借り受けによるものであります。

３　持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため、関連会社としたものであります。

４　当社代表取締役社長山口一城が議決権の67.5％を直接所有しております。

５　日本薬品工業㈱は特定子会社に該当しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

医薬品事業 618( 97)

その他の事業 50( 26)

全社(共通) 46(　3)

合計 714(126)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　従業員数が当連結会計年度において90名増加しておりますが、主として「医薬品事業」において持分法適用関

連会社でありました日本薬品工業株式会社を、当連結会計年度に連結の範囲に含めたことによるものであり

ます。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

586( 77) 41.5 16.8 6,731,935

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は、当社のみで組織され、日本ケミファ茨城工場労働組合、日本ケミファ本社労働組合、日本ケ

ミファ福岡支店労働組合〔以上の労働組合(総計組合員数360名)は、日本ケミファ労働組合連合会を結

成〕および、全労連全国一般日本ケミファ労働組合(組合員数21名)があります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

わが国経済は一昨年来の経済危機からようやく最悪期を脱し、緩慢ながらも回復基調に転じたとされ

ています。そのような状況下、医薬品業界においては従来から継続して、社会保障財政支出抑制への対応

の柱として、国によるジェネリック医薬品使用促進のための諸施策が積極的に推進されるとともに、官民

一体となってジェネリック医薬品普及のための環境整備が進められています。

当社グループは、こうした社会の要請の高まりに応え、「信頼できるジェネリック医薬品」の普及に貢献

するべく、新薬メーカーの実績にもとづく安心と責任をベースにした取り組みを全社一丸となって進め

てまいりました。併せて、昨年12月にランバクシー社（印）との合弁会社であった日本薬品工業株式会社

を子会社化し、サプライチェーン全体にわたる生産性の向上、経営の効率化の取り組みを、グループ一体

となり、より一層推し進めてまいりました。

当社グループは、ジェネリック医薬品とアルカリ化療法剤「ウラリット-U配合散・配合錠」の普及を

医薬品事業における2つの柱としております。

ジェネリック医薬品につきましては、当期は17品目の新規上市を行い、兼業メーカー（先発医薬品を扱う

メーカー）としてトップクラスの品揃えを擁しております。さらに、平成22年度の診療報酬改定において

過去最大のジェネリック医薬品使用促進策が盛り込まれることを受け、ジェネリック医薬品の需要拡大

やそれに伴う情報提供活動に十分対応できるよう、都市部への人的拡充等の体制強化に取り組むととも

に、流通卸・調剤薬局チェーンとのさらなる連携強化を進め、安定供給体制の拡充を図ってまいりまし

た。

もう一方の柱であるウラリットにつきましては、高尿酸血症における酸性尿改善の意義について、MRによ

る情報提供に加えて、ダイレクトメールによる認知向上を図るなど、地道な普及活動を継続してまいりま

した。

以上の活動の結果、当期の連結売上高は23,982百万円(前年同期比7.5％増)、連結営業利益は767百万円

(前年同期比32.2％増)、連結経常利益は587百万円(前年同期比61.4％増)となりました。また、当期純利益

については270百万円(前年同期比61.0％増)となりました。

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

  7/104



事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

①医薬品事業 

　当社のジェネリック医薬品の売上高は、前年同期比21.8％の増収となりました。一方で、ウラリッ

トをはじめとする主力3品の売上高は、主に他2品の減収により前年同期比5.7％の減収となり、医療

用医薬品全体では前年同期比11.2％の増収となりました。

　以上の結果、医薬品事業全体の売上高は、一昨年発売の「アムロジピン錠『ケミファ』」および昨

年11月に発売した「アムロジピンOD錠『ケミファ』」他ジェネリック医薬品等が寄与したことに

より23,050百万円（前年同期比7.3％増）となりました。営業利益はジェネリック医薬品の売上高

増加に伴う売上高構成比率の変化等により原価率の上昇はありましたが、前期に引き続き経費の効

率的な使用による削減を図ったことなどから743百万円（前年同期比28.2％増）となりました。

②その他の事業

　受託試験事業を営む株式会社化合物安全性研究所の業績は、受注の競争激化による単価の低下は

ありましたが、受注が順調に増加したことなどから、その他の事業全体での売上高は932百万円（前

年同期比14.1％増）、営業利益は24百万円（前連結会計年度は営業損失7百万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動によ

り1,889百万円増加いたしました。また、投資活動においては1,450百万円の減少、財務活動においては、

1,508百万円の増加となりました。 

　この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は3,850百万円(前年同期比102.4％増)となりまし

た。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において、営業活動による資金は、売上債権の増加とたな卸資産の増加による資金

の減少があったものの仕入債務の増加、その他営業負債の増加とジェネリック医薬品事業への設備

投資等により減価償却費の増加があり、1,889百万円の増加(前連結会計年度は3,261百万円の減少)

となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において、投資活動による資金は、主に日本薬品工業株式会社を連結子会社とした

ことにより連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出並びに固定資産の取得による支出

により1,450百万円の減少(前連結会計年度は1,741百万円の減少)となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において、財務活動による資金は、短期・長期借入金の返済、社債の償還による支

出があったものの長期借入金の借入による収入及び社債の発行による収入があり、1,508百万円の増

加(前年同期比63.7％減)となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 8,356 △4.3

その他の事業 ― ―

合計 8,356 △4.3

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました日本薬品工業株式会社は、当第３四半期末に株式を

取得したことに伴い、連結の範囲に含めております。そのため当該会社の第４四半期連結会計期間の生産実績

を「医薬品事業」に含めております。

　

(2) 受注状況

当社グループは、主に販売計画に基づいて生産計画を立て、これにより生産をしております。

受注生産は一部の子会社で行っておりますが、受注残高の金額に重要性はないため、記載を省略してお

ります。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業 23,050 7.3

その他の事業 932 14.1

合計 23,982 7.5

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

アルフレッサ㈱ 4,362 19.6 4,693 19.6

㈱メディセオ 4,239 19.0 4,573 19.1

(注) 平成21年10月１日、㈱メディセオ・パルタックホールディングスの医療用医薬品等卸売事業は、

㈱メディセオ（旧商号　クラヤ三星堂）に事業承継されております。
　
４　前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました日本薬品工業株式会社は、当第３四半期末に株式を

取得したことに伴い、連結の範囲に含めております。そのため当該会社の第４四半期連結会計期間の販売実績

を「医薬品事業」に含めております。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 対処すべき課題

新政権下の社会保障財政政策においては、長期収載品（特許が切れた先発医薬品）の大幅薬価引き

下げの議論が本格化するかたわら、ジェネリック医薬品使用促進についてはそのスピードを緩めるこ

となくインパクトのある施策が次々と打ち出され、継続的な市場拡大が期待されます。一方で、外資系

メーカーや大手新薬メーカー等が相次ぎジェネリック医薬品事業への参入を表明し、さらなる競争の

激化が予想されます。

　そのような事業環境において、新薬メーカーとしていち早くジェネリック医薬品事業に参入し、兼業

メーカー随一の品揃えを有する当社グループのアドバンテージを維持し、ジェネリック医薬品事業で

市場におけるプレゼンスを確立するためには、引き続き、ジェネリック医薬品の開発、製造、販売にわた

るサプライチェーン全体を強化し、高品質で経済性の高い製品を提供することが不可欠であると考え

ております。

　さらに、当社が中長期ミッションとして掲げる「高尿酸血症市場でのポジション確立」と「自社開発

の創薬による業容拡大」の実現に向けた礎も、確固たるものにしていきたいと考えております。

　平成22年度の診療報酬改定においては、保険薬局におけるさらなるジェネリック医薬品使用促進策

や、病院における「後発医薬品使用体制加算」の新設等が盛り込まれました。これを受け、当社医薬品

の営業活動においては、MRを含めた資源の重点配分をさらに推し進め、保険薬局および病院を中心とし

た医療機関でのジェネリック医薬品の採用促進に取り組んでまいります。また、今後も大型ジェネリッ

ク医薬品の上市が見込まれており、流通卸・調剤薬局チェーンとの連携を図りながら、さらなる安定供

給の確保を図ってまいります。

　ウラリットに関しましては、「ウラリット配合錠」のコンプライアンス（患者さんの服薬遵守）向上

のための製剤改良を予定しており、これを販売実績の拡大に結び付けるべく、効率的な普及活動に取り

組んでまいります。

　研究開発分野では、引き続きジェネリック医薬品の積極的な開発を進め、平成22年度も自社開発品を

中心に15品目以上の発売を計画しております。新薬開発では欧米の開発ベンチャー企業に導出した2品

目の一層の開発進展を図るべく、導出先企業との協力関係を強固にするとともに、新たな候補物質の絞

り込みと導出を目指します。

　海外展開では、中国を中心とするアジア各国への展開をさらに進めていきたいと考えております。

　臨床検査薬およびヘルスケア製品の分野でも、それぞれ既存品の売上拡大と特長のある新しい商品の

開発を目指しております。

　これらに加えて、今後とも全事業分野において経営の合理化・効率化を徹底し、安定した売上と利益

を確保することにより、株主の皆様の期待に応えられる企業を目指して一層の経営努力を図ってまい

る所存です。

(2) 当社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容の概要

当社の支配権の移転を伴う買付提案についての判断は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき

行われるべきものと考えており、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益

に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。

ただし、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業

価値の源泉を十分に理解し、当社が企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを可能とする者である必要があると考えています。

　したがって、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては

必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要がある

と考えます。
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② 基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

 1)中期経営計画による取組み

当社は、中長期的成長戦略の柱として、Ⅰ)ジェネリック医薬品市場におけるプレゼンスの確立、Ⅱ)

ウラリットを核として高尿酸血症領域でフロントランナーを目指す、Ⅲ)自社開発創薬による業容拡

大の3つのミッションを掲げております。

平成19年４月より取り組んでいる５ヶ年の中期経営計画「Next Stage『飛躍』」は、その第1ステー

ジであり、当社は、ジェネリック医薬品事業で一定のプレゼンスを確立することを最優先課題として、

国の普及促進策を追い風としたジェネリック医薬品市場拡大の契機を確実につかみ取るために、持て

る経営資源を同事業に集中的に投下してまいります。

更に、当社は、ジェネリック医薬品の特許切れが一段落する平成27年以降の事業環境を見据え、中長期

的なミッションとして、ウラリットを核とした高尿酸血症での取り組みや自社創薬への投資も継続し

ております。

当社は、これらのミッションを一貫して継続的に取り組むことが、国内外の医薬品業界を取り巻く環

境や制度変更への対処を可能とし、当社の企業価値、すなわち、株主共同の利益を維持・拡大する最良

の方策であると考えます。

（中期経営計画「Next Stage『飛躍』」の見直し計画を、本年６月１日付で当社ホームページに掲載

しております。詳細は以下のアドレスよりご覧ください。

（http://www.chemiphar.co.jp/ir/release/doc/2010/midplan_20100601.pdf）

 2)コーポレート・ガバナンスの強化

また、当社は、企業価値・株主共同の利益を確保し向上させるためには、経営組織と運営のあり方の

適正化に常時努めることでコーポレート・ガバナンスを徹底し、株主の皆様、顧客、社会一般に対して

一層の経営の透明性を高めると共に公正な経営を実現することを最優先の課題の一つとして位置付

けております。経営機能を意思決定機能・監督機能と業務執行機能とに分離し、後者を執行役員（会

議）に権限委譲する執行役員制度の導入や独立性の高い社外取締役を１名、また、独立性の高い社外

監査役を2名擁することなどは、その具体化の一端であります。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

　 防止するための取組みの概要

当社は、本年６月29日開催の第78回定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）におい

て、当社株式の大規模買付行為に関する対抗策（買収防衛策）について、３年前に導入した内容を一

部改定して更新することを上程し、株主の皆様のご承認をいただきました（以下、改定後のプランを

「本プラン」といいます。）。

本プランの内容の概要は次のとおりであります。なお、本プランの内容の詳細は当社ホームページに

掲載しております。

（http://www.chemiphar.co.jp/ir/release/doc/2010/20100511-4.pdf）

 1)目的

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない当社株式の大量買付を行う者によって、

当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反

する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を

提案したり、もしくは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報

や時間を確保したり、又は株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的としており

ます。

 2)本プランの概要

 (a)本プランに係る手続の設定

本プランは、当社の株券等に対する買付等が行われる場合に、買付等を行う者（以下、「買付者

等」といいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情

報収集・検討等を行う時間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示し、

又は、買付者等との交渉等を行うための手続を定めています。

 (b)新株予約権の無償割当ての利用

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値・

株主共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を

取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時点

の当社を除く全ての株主の皆様に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定

されます。）により割り当てます。
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 (c)特別委員会の利用及び株主意思の確認

本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断について、取締

役の恣意的判断を排するため、独立性のある社外取締役等から構成される特別委員会の客観的な判

断を経るものとしています。

　また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には株主の皆様の意思を確認するため

の株主総会を招集し（以下、かかる株主総会を「株主意思確認株主総会」といいます。）、新株予約

権無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することがあります。

 (d)本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新株

予約権が行使された場合、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の

皆様に対して当社株式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は最大約

50%まで希釈化される可能性があります。

 (e)情報開示

上記(a)ないし(d)の各手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その

透明性を確保することとしております。

 3)本プランの有効期間、廃止

本プランの有効期間は、本定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとします。

　ただし、有効期間の満了前であっても、Ⅰ)当社の株主総会において本定時株主総会決議による当社

取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は、Ⅱ)当社取締役会において本プランを廃

止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

 4)株主の皆様への影響

本プランの更新時点の後においても、本新株予約権の無償割当て自体は行われていない場合、株主

の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され新株予約権行使の

手続を行わなければ、その保有する株式が希釈化される場合があります（ただし、当社が当社株式を

対価として新株予約権の取得の手続を行った場合、保有する当社株式全体の価値の希釈化は原則とし

て生じません。）。

④ 上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

 1)基本方針の実現に資する特別な取組みについて

当社の中期経営計画「Next Stage『飛躍』」による取組み、コーポレート・ガバナンスの強化の各

施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として

策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。

　従って、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではございません。

 2)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みについて

本プランは、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として導入された

ものであり、基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、買収防衛策に関する公の指針の要件を完全に充足していること、株主の承認を得

たうえで更新されており、一定の場合に本プランの発動の是非について株主意思確認株主総会におい

て株主の皆様の意思を確認することができることや、有効期間が約3年間と定められた上、株主総会又

は取締役会によりいつでも廃止することができるとされているなど株主意思を重視するものである

こと、独立性のある社外取締役等のみから構成される特別委員会の判断の重視や情報開示の仕組みが

確保されていること、合理的な客観的発動要件が設定されていること等により、その公正性・客観性

が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものといえます。

　従って、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではございません。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当

連結会計年度末現在において判断したものであります。

(法規制等に関わるリスク)

　当社グループの事業は、主に薬事法関連法規等に服しており、それら規制に基づく製品の回収や製造あ

るいは販売中止などにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、医療政策及び保険制度の動向

により業績に影響を及ぼす可能性があります。

(医薬品の副作用・品質に関わるリスク)

　市販後の予期せぬ副作用の発生、製品に不純物が混入する等の事故により、製品の回収又は製造、ある

いは販売中止を余儀なくされる可能性があります。その場合は、当社グループの事業に影響を及ぼすリ

スクとなります。

(原材料・商品の仕入に関わるリスク)

　仕入先会社及び製造国において、規制上の問題又は火災、地震その他の人災もしくは自然災害及び輸送

途中の事故等により、原材料及び商品の仕入が不可能となった場合は、製品の製造及び供給が停止し、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(製造の遅滞又は休止するリスク)

　技術的もしくは規制上の問題、又は火災、地震その他の人災もしくは自然災害により、製品を製造する

製造施設において操業停止又は混乱が発生した場合、当該製品の供給が停止し、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

(医薬品の研究開発に関わるリスク)

　研究開発が計画どおり進行せず、新製品の発売が遅れる可能性があります。臨床試験で新薬の候補品が

期待どおりの効果を得られなかった場合や、安全性が危惧される結果となった場合、開発期間の延長、開

発の中断あるいは中止する場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(医薬品の営業に関わるリスク)

　当社医薬品のうち、主力３品目の売上が売上高合計の約30％に達します。今後、これらの品目に関して

売上減少となる要因が発生した場合、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

(訴訟等のリスク)

　当社グループが継続して事業活動を行う過程において、製造物責任、環境、労務、その他の事項に関する

訴訟を提起され、又は、当社グループは新薬に加え、ジェネリック医薬品を販売していることから、先発

医薬品メーカーから特許訴訟を提起される可能性があります。

(金融市況に関するリスク)

　株式市況の低迷により保有する株式の売却損や評価損が生じ、また、金利動向により退職給付債務の増

加等が生じる可能性があります。
　
　

５ 【経営上の重要な契約等】

(1)包括的資本業務提携関係解消に伴う子会社の異動

　　当社は、ジェネリック医薬品事業をグローバルに展開するランバクシー ラボラトリー社と、平成14年

９月に当社子会社の日本薬品工業株式会社に対する資本参加を含む包括的業務提携を締結し、日本市

場向けのジェネリック医薬品の共同開発を行ってまいりましたが、それぞれにジェネリック医薬品事

業を展開することが双方の企業価値向上に最善であるとの判断に至り、平成21年12月８日に包括的資

本業務提携を友好的に解消すると共に、ランバクシー ラボラトリー社の100％子会社であるRanbaxy

(Netherlands) B.V.が保有する日本薬品工業株式会社の全株式を当社が取得いたしました。
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(2)株式交換による日本薬品工業株式会社の完全子会社化及び会社分割による当社茨城工場の分社化

　当社は、平成22年5月11日開催の取締役会において、日本薬品工業株式会社との間で、平成22年7月1

日を効力発生日として、当社を完全親会社、日本薬品工業株式会社を完全子会社とする株式交換を行

うことを決議し、同日付で両社の間で株式交換契約を締結いたしました。また、あわせて、当社は、上

記取締役会において、平成22年10月1日を効力発生日として、当社を吸収分割会社とし、日本薬品工業

株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割を行い、茨城県筑西市所在の当社工場における医薬品、

医薬部外品、臨床検査薬及び化成品の製造事業を、上記株式交換による完全子会社後の日本薬品工業

株式会社に承継させることを決議し、平成22年5月11日付で、両社の間で吸収分割契約を締結いたし

ました。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表 注記事項（重要な

後発事象）」に記載のとおりです。

　

６ 【研究開発活動】

ジェネリック医薬品の研究開発では、開発の迅速化・効率化を図るべく、昨年12月に子会社化した日本薬

品工業株式会社、ならびに、その他ジェネリック医薬品専業メーカーとの共同開発にも積極的に取り組み、

品揃えの強化を図っております。

　また、新薬の研究開発では、引き続き探索研究に重点を置き、その成果を海外企業等へ早期段階で導出する

ことで、開発上のリスクを軽減しつつ効率的に開発を進めております。開発ベンチャー企業であるベルキュ

ラ社 (米）に導出した「NC-2300」（カテプシンK阻害薬：骨疾患用剤)、同じくセレニス社（仏）に導出し

た「NC-2400」(PPARδアゴニスト：脂質代謝改善剤）に関しては、米国でフェーズⅠ試験が進行中です。

　　医薬品事業における研究開発費の総額は1,722百万円であります。

　
　(注) その他の事業では、研究開発活動を行っていないため記載しておりません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて、30.7％増加し、15,899百万円となりまし

た。これは、主に受取手形及び売掛金が売上の増加に伴い764百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ9.3%増加し、13,682百万円となりました。これは日本薬品工業株

式会社を連結子会社としたことに加え、前年度から引き続き、ジェネリック医薬品事業への設備投資によ

り、建物及び構築物が525百万円、機械装置及び運搬具が241百万円さらに工具、器具及び備品が17百万円

増加したことなどによります。

以上の結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、19.9％増加し、29,600百万円となりました。

負債につきましては、流動負債において、前連結会計年度末に比べて、20.3％増加し、11,379百万円とな

りました。これは、支払手形及び買掛金が11.7％増加し、3,807百万円となったことなどによります。固定

負債は、前連結会計年度末に比べて、23.5％増加し、10,355百万円となりました。これは、主にジェネリッ

ク医薬品事業への設備投資のための資金調達により長期借入金が、1,060百万円増加し、6,557百万円に、

社債も63.0％増加し1,125百万円となったことによります。

この結果、負債合計として、前連結会計年度末に比べて21.8％増加し、21,734百万円となりました。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、14.9％増加し、7,865百万円となりました。これは、配当金の

支払いが114百万円ありましたが、当期純利益を270百万円計上し、また、日本薬品工業株式会社を連結子

会社としたことにより少数株主持分が800百万円増加したことによるものです。

　

(2) 経営成績

「１ 業績等の概要　(1) 業績」を参照願います。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は681百万円(工事ベース)で、セグメント別内訳は、医薬品事業661百

万円、その他の事業19百万円となっております。

主な内容は、生産設備・研究機器等の更新・充実であり、設備投資は継続的に行っております。

なお、生産能力に重要な影響を与える設備の売却、撤去はありません。

当連結会計年度において、持分法適用関連会社でありました日本薬品工業株式会社の株式を取得したこ

とに伴い連結子会社となったため、新たに当社グループの主要な設備となりました。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都千代田区)

医薬品事業
総合統括業
務

599 9
891

(　  432)
36 1,537 158

茨城工場
(茨城県筑西市)

〃
医薬品の製
造・製剤

753 610
1,291

(131,829)
95 2,750 60

研究所
(埼玉県三郷市)

〃
医薬品の研
究

346 11
1,909

( 13,513)
115 2,382 75

社宅・寮
(埼玉県富士見市、
三郷市)

〃
従業員の厚
生施設

162 ―
545

(　3,086)
0 708 ―

その他の設備 　 　 　 　 　 　 　 　

(埼玉県戸田市) 〃 賃貸施設 86 ―
480

(　2,084)
0 567 ―

(神奈川県藤沢市
等)

〃 〃 116 ―
21

(　　162)
― 138 ―

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。

　   ２ 上記の他、札幌支店他７支店、営業所は連結会社以外からの賃借物件であります。
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(2) 国内子会社

平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

日本薬品
工業㈱

工場、配
送 セ ン
ター
(稲敷市
伊佐部)

医薬品事
業

医薬品等
の製造・
加工他

669 163
122

(18,849)
102 21 1,079 78

㈱化合物
安全性研
究所

本社、研
究所
(札幌市
清田区)

その他の
事業

統括業務
試験設備

622 ―
283

( 7,961)
5 17 929 48

　
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。

　   ２ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃貸設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

年間

リース料
(百万円)

リース

契約残高
(百万円)

日本薬品工業㈱
工場
(茨城県稲敷市)

医薬品事業
カプセル充填機
TQD検出器

5
6

11
22

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当する事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当する事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 154,000,000

計 154,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,522,30138,522,301
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
 ます。

計 38,522,30138,522,301― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第76回定時株主総会(平成20年６月27日)決議

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数 41個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

同左
単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数
41,000株(新株予約権１個につき
1,000株)　　　　　 (注)１

同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり516円 　 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成23年８月５日～
平成26年８月４日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 516円
(注)３ 同左

 資本組入額 258円

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)６ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)７ 同左
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(注) １　新株予約権の割当日（以下「割当日」という。）後に当社が当社普通株式につき株式の分割（株式無償割当て

を含む。）または株式の併合を行う場合、対象株式数は次の算式により調整されるものとします。

調整後対象株式数 ＝ 調整前対象株式数 × 分割・併合の比率

なお、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整

の結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、対象株式数の調整を必要とする場合には、当社は対象株式数

の調整をすることができるものとします。

　　 ２　新株予約権の行使に際して出資される、新株予約権１個当たりの財産（金銭に限る）の価額は、次により決定さ

れる１株当たりの出資価額（以下「行使価額」という。）に、当該新株予約権１個当たりの目的である株式の

数を乗じた金額とします。

行使価額は、割当日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所の当社株

式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額計算とし、１円未満の端数は切り上げます。ただし、その価

額が割当の日の終値(取引が成立しない場合それに先立つ直近取引日の終値。以下本文において同じ。)を下回

る場合は、割当日の終値を行使価額とします。

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式の分割（株式無償割当てを含む。）または株式の併合を行う

場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を

除く。）を行う場合、または、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分（新株予約権の行使により自己株式

を処分する場合を除く。）する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株当たり払込金額」

を「１株当たり処分金額」とそれぞれ読み替えるものとします。

　 　３　(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

    項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

    きは、その端数を切り上げるものとします。

　 (2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本

　　   金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた金額とします。

　　 ４  (1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）が当社の役員または従業員の地位（以

下「権利行使資格」という。）を喪失した場合（ただし、新株予約権者が定年による退任または退職に

より権利行使資格を喪失した場合を除く。）は、新株予約権は直ちに失効し、以後行使できないものとし

ます。

　　　　 (2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者が死亡した日から３ヶ月が経過する前に新株予約権者の相続人

による新株予約権に関する遺産分割協議その他の相続手続が完了した場合に限り、新株予約権の相続を

認めます。

　 (3) 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとします。

　 (4) 新株予約権の行使についてのその他の条件については、当社と新株予約権の割当てを受ける者との間で

　　　 締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。

　　 ５　新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の決議による承認を必要とすることとします。

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 18/104



６　当社が、消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に従い、組織再編行為の効力発生の

時点において残存する新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合併により設立する株式

会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新設分割によ

り設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社または株式移転により設立

する株式会社の新株予約権が交付されうるものとします。この場合に交付されうる新株予約権の条件は、

以下に定めるとおりとします。

　 (1) 新株予約権の目的である株式

　　　 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係

　　　 る権利義務を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全親

       会社となる株式会社または株式移転により設立する株式会社の同種の株式

　 (2) 新株予約権の目的である株式の数

　　　 合併、会社分割、株式交換または株式移転の比率に応じて調整します。調整の結果、新株予約権１個

　　　 当たりの目的である株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、これを切り捨てることとします。

　 (3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行使価額）

　　　 合併、会社分割、株式交換または株式移転の比率に応じて調整します。調整の結果、新株予約権の目

　　　 的である株式１株当たりの行使価額に１円に満たない端数が生じる場合、これを切り上げることとし

       ます。

　 (4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得するこ

　　　 とができる事由等

　　　 合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることとし

　　　 ます。

　 (5) 譲渡制限

　　　 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要すること

　　　 とします。

７　(1) 当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認された場合、または、当社が行う株式交換（当

　  社が完全子会社となる場合）または株式移転に係る株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総

    会で承認された場合であって、当社取締役会が取得の日を定めて新株予約権を取得する旨決議したと

　  きは、当社は当該日に新株予約権を無償で取得することとします。

　 (2) 新株予約権は、新株予約権者が、上記４のいずれかの条件を満たさない状態である場合等、新株予約

　　　 権を行使できない状態にある場合であって、当社取締役会が取得の日を定めて当該新株予約権を取得

       する旨決議したときは、当社は当該日に当該新株予約権を無償で取得することとします。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当する事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年６月29日 ― 38,522 ― 4,304 △525 ―

(注)　資本準備金の減少は、平成16年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づく欠損てん補によるものであります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 32 42 92 52 4 7,2517,473 ―

所有株式数
(単元)

― 7,253 405 9,8433,533 26 17,03338,093429,301

所有株式数
の割合(％)

― 18.8 1.1 25.6 9.2 0.1 45.2 100.0 ―

(注)　自己株式195,047株は「個人その他」に195単元、「単元未満株式の状況」に47株をそれぞれ含めて記載しており

ます。
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(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ジャパンソファルシム株式会社 東京都千代田区岩本町２丁目２番３号 4,081 10.59

日本調剤株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 1,926 4.99

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,870 4.85

ジェーピー　モルガン　チェース　
バンク　３８５０９３　　　(常任代
理人 株式会社みずほコーポレー
ト銀行決済営業部)

125 LONDON WALL,LONDON,EC2Y 5AJ U.K.
(東京都中央区月島４丁目16番13号)

1,175 3.05

山口　一城 東京都世田谷区 1,033 2.68

豊島薬品株式会社 東京都世田谷区弦巻２丁目33番20号 964 2.50

日本ケミファ従業員持株会 東京都千代田区岩本町２丁目２番３号 741 1.92

フクダ電子株式会社 東京都文京区本郷３丁目39番４号 735 1.90

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 676 1.75

ゴールドマン・サックス・アン
ド・カンパニーレギュラーアカ
ウント
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

200 WEST STREET NEW YORK,NY,USA
(東京都港区六本木６丁目10番１号 六本木ヒ
ルズ森タワー)

644 1.67

計 ― 13,847 35.94

(注)  シュローダー証券投信投資顧問株式会社及びその共同保有者１社から、平成21年10月６日付(報告義

務発生日平成21年９月30日)の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成21年９月30

日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事

業年度末時点における実質所有株式数を確認することができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。

なお大量保有報告書（変更報告書）の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

シュローダー証券投信投資顧問
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 472 1.23

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッ
ド

英国　ロンドン 1,400 3.63
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式       195,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    37,898,000 37,898 ―

単元未満株式 普通株式       429,301― ―

発行済株式総数 38,522,301 ― ―

総株主の議決権 ― 37,898 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ケミファ株式会社

東京都千代田区岩本町
二丁目２番３号

195,000― 195,000 0.5

計 ― 195,000― 195,000 0.5
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法第236条、第238条および第239

条の規定に基づき、当社が新株予約権を発行する方法により、当社の取締役及び従業員に対して付与する

ことを、平成20年６月27日開催の定時株主総会において決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役   ６名   
当社従業員 　８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当する事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当する事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 7,765 2,261

当期間における取得自己株式 684 194

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求によ
る売渡)

3,950 2,019 ― ―

保有自己株式数 195,047 ― 195,731 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けており、今後予想される

業界の競争激化に備え、経営全般の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、安定的な

配当を行うことを基本としております。

　内部留保につきましては、主に研究開発、生産設備の増強等、事業活動の拡大並びに経営基盤の強化に活用

してまいります。

  当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり３円の配当をすることにいた

しました。

　なお、当社は取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定

款に定めております。
　

　　　　　(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

　 決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

　
 平成22年６月29日
 定時株主総会決議

114 ３

　　　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 1,018 985 681 578 368

最低(円) 500 580 408 238 223

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】
　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 308 292 263 270 263 267

最低(円) 284 240 223 242 240 252

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

 

代表執行
役員社長

　 山　口　一　城 昭和33年７月23日生

昭和56年４月 ㈱第一勧業銀行入行

(注)
３

1,033

昭和60年４月 当社入社

昭和62年６月 取締役

平成元年６月 常務取締役

平成２年６月 代表取締役専務取締役

平成５年６月 代表取締役副社長

平成６年６月 代表取締役社長

平成13年６月 代表取締役社長　代表執行役員

平成17年５月 代表取締役社長　代表執行役員社
長(現任)

取締役
 

専務執行
役員

経営全般補佐
リスク管理・
臨床検査薬事
業部担当兼医
薬マーケティ
ング本部長

矢　田　弘　道 昭和21年９月16日生

昭和44年４月 当社入社

(注)
３

47

平成13年６月 取締役　執行役員　医薬営業本部副

本部長兼営業管理センター部長

平成17年５月

 

取締役　執行役員　GE事業開発部・

研究会推進部担当兼医薬営業本部

長

平成20年６月 取締役　常務執行役員　医薬営業本

部・購買部担当

平成22年４月 取締役　専務執行役員　経営全般補

佐、リスク管理・臨床検査薬事業

部担当兼医薬マーケティング本部

長(現任)

取締役
 

常務執行
役員

開発企画部・
茨城工場担当

貴　志　康　夫 昭和26年３月16日生

昭和52年４月 当社入社

(注)
３

26

平成13年６月 執行役員　総合企画室長

平成15年６月 取締役　執行役員　戦略企画部・GE

事業開発部担当兼総合企画室長兼

環境衛生事業部長

平成21年４月 取締役　執行役員　GE開発部担当

平成22年４月 取締役　常務執行役員　開発企画部

・茨城工場担当(現任)

取締役
 

常務執行
役員

管理部担当兼
購買部長兼物
流管理セン
ター長

森　 　治　樹 昭和22年８月15日生

昭和41年４月 当社入社

(注)
３

８

平成14年６月 執行役員　管理部長

平成21年４月 取締役　執行役員　管理部・購買部

担当

平成22年４月 取締役　常務執行役員　管理部担当

兼購買部長兼物流管理センター長

(現任)

取締役
 

執行役員

法令等遵守・
薬事管理室・
営業管理セン
ター担当兼総
務部長

轡　田　雅　則 昭和30年６月３日生

昭和53年４月 ㈱三井銀行入行

(注)
３

６

平成18年４月 当社入社　総務部長

平成19年５月 執行役員　薬事管理室担当兼総務

部長

平成21年６月 取締役　執行役員　法令等遵守・薬

事管理室・営業管理センター担当

兼総務部長(現任)

取締役 　 畠　山　正　誠 昭和23年２月18日生

昭和56年４月 弁護士登録

(注)
４

－

平成元年４月 千代田区建築審査会委員（現任）

平成３年１月 松枝飯島畠山藤原法律事務所（現

東京虎ノ門法律事務所）パート

ナー弁護士

平成17年８月 東京公園法律事務所開設（現在に

至る)

平成20年６月 マックス株式会社社外監査役(現

任)

平成22年６月 当社取締役(現任)

　

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 26/104



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 　 加　藤　　　曻 昭和19年12月２日生

昭和43年１月 当社入社

(注)
５

23
平成７年１月 営業管理部長

平成７年10月 総務部長

平成11年６月 常勤監査役(現任)

監査役 　 高　橋　　　剛 昭和23年１月28日生

昭和48年４月 弁護士登録

(注)
６

５

昭和53年４月 高橋法律事務所開設

平成６年２月 イヌイ建物㈱(現 イヌイ倉庫㈱)

社外監査役

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 　 進　藤　直　滋 昭和23年１月31日生

昭和54年３月 公認会計士登録

(注)
５

－

昭和63年６月 監査法人中央会計事務所代表社員

平成19年７月 監査法人A&Aパートナーズ代表社

員(現任)

平成20年６月 当社監査役(現任)

計 1,148

(注) １　取締役 畠山 正誠は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役 高橋 剛及び進藤 直滋は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役畠山 正誠を除く各取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　取締役畠山 正誠の任期は、平成22年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　加藤常勤監査役および進藤監査役の任期は、平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

６　高橋監査役の任期は、平成22年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。

７　当社では、業務執行責任の明確化と業務執行の迅速化を図ることを目的として、平成13年６月28日より執行役

員制度を導入しております。

執行役員は11名で、上記の取締役兼任５名の他、信頼性保証総括部長兼品質保証部長 平賀 俊幸、創薬研究所

長 山川 富雄、医薬営業本部長 小山 剛、営業研修・情報部担当兼人事部長 真木 善幸、情報システム部・広

報室担当兼経営企画部長 安本 昌秀、ＧＥ開発部長 畑田 康の６名であります。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

　 　 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

　 　

葛　井　真　作 昭和23年12月６日生

昭和46年12月 税理士試験登録

（注） －

昭和50年４月

 

昭和57年10月

昭和62年６月

㈱ソードビジネスコンサルタント

(現 東芝パソコンシステム㈱)入

社

㈱SSKシステム設立

税理士登録

昭和63年４月 大山公認会計事務所入所

平成11年７月 葛井真作税理士事務所開設(現在

に至る)

　　　　　　　　　 　　(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

当社は、株主の皆様から負託された経営責任を重く受け止め、経営組織とその運用のあり方の適正化

に努め、株主の皆様、お客様、従業員、地域社会に対して一層の経営の透明性を高めることにより、公正

な経営を実現することを最重要事項としております。

(企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由)

<企業統治の体制の概要>

・会社の機関設計に関し、株主各位の総意を表す株主総会において選任された取締役が、経営効率の向

上とコーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目的に、経営機能を「経営の意思決定および監

督機能」と「業務執行機能」に分離し、前者を取締役(会)、後者を執行役員(会議)に配分しておりま

す。

・当社は監査役制度を採用しており、監査役が取締役会その他の社内の重要会議等に積極的に参加す

ることで把握した取締役および執行役員等の職務執行状況全般について、厳正中立な監査を行って

おります。

・なお、現在採用している監査役設置会社形態は当社にとって不変の機関設計ではなく、委員会設置会

社形態についても、さまざまな角度から今後も検討を行ってまいります。

・その他、適正な財務情報を開示するため、監査役との連携の下で、会社法および金融商品取引法等に

定められた会計監査人による監査を実施しております。

<上記体制を採用する理由>

・当社は、社外監査役を含めた監査役による監査体制が経営監査機能として有効であると判断し監査

役（会）設置会社としております。業務執行については、経営機能を「経営の意思決定および監督機

能」と「業務執行機能」に分離し、前者を取締役(会)、後者を執行役員(会議)に配分しております。

取締役会は経営方針および中長期経営計画を策定し、これに基づき定められた経営目標達成を具体

的に担うのが執行役員（会議）です。取締役会は原則月１回開催され、また執行役員会議は毎月上旬

と下旬の２回行われるのが通例です。執行役員会議での目標進捗状況は随時取締役会にフィード

バックされ、必要ある場合は見直しをすることにより、経営の効率化が図られます。

社外取締役は、関連会社、大株主企業、主要な取引先の出身者等ではなく、当社との間に特別の利害関

係がなく高い独立性を有しており、独立した立場から経営監督する役割を担っております。

・社外取締役および社外監査役への情報伝達等を担当する部署を定め、取締役会に付議される議題・

議案等について事前に資料を手交、かつ説明を行っております。日常的なレベルで何らかの情報伝達

が必要な場合や社外取締役あるいは社外監査役から情報を求められた場合は、その事項に関係する

部署がこれに迅速に対応しております。

・監査機能については、監査役、会計監査人（監査法人）、内部監査部門の連携によって、効果的な監査

が図られております。

・取締役候補者は、代表取締役社長が選定し、取締役会での承認を得た後、株主総会の決議により、取締

役に選任しております。

執行役員は代表取締役社長が指名し、取締役会での承認を得て選任しております。執行役員は、取締

役会からの権限委譲により業務執行を行います。

(企業統治に関する事項―内部統制システムの整備の状況、リスク管理体制の整備状況)

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき平成18年５月12日開催の取締役会において内部統制

基本方針を制定し、平成20年４月25日開催の取締役会において一部改定しております。

・取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

1）日本ケミファ法令等遵守行動基準を定め、当社および子会社（以下、「日本ケミファグループ」 

という）の役員・使用人が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範と

する。また、その徹底を図るため、法令等遵守担当取締役を委員長とする法令等遵守推進委員会を

設置し、同委員会が中心となって役員・使用人の教育等を行う。

2）社長直轄の内部監査部門は、法令等遵守推進委員会と連携の上、法令等遵守の状況を監査する。こ

れらの活動結果は、必要に応じて取締役会に報告されるものとする。

3）法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として、監査役宛てのホット

ラインである「Nippon Chemiphar Hot Line」を設置・運営する。この場合、通報者の希望により

匿名性を保証するとともに、通報者に不利益が無いことを確保する。
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・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

1）文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を電磁的記録その他各種の記録および書面文

書（以下、文書という）に記録し、保存する。

2）取締役および監査役は、常時これらの文書を閲覧できる。

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1）当社の経営に重大な影響を及ぼす種々のリスクを把握するとともに、リスクに係る管理体制の整

備、発現したリスクへの対応等を行うため、リスク管理規程を制定する。

2）リスク管理規程に基づきリスク毎の責任部署を定めたうえ、グループ全体のリスクを総合的に管

理するため、リスク管理担当取締役を委員長とするリスク管理委員会を設置する。同委員会は全

社のリスク管理について、定期的に取締役会に報告する。

3）コンプライアンスおよび情報セキュリティに関するリスクについては、リスク管理委員会の下部

組織として設置する法令等遵守推進委員会および情報セキュリティ委員会が所管する。

4）内部監査部門は、リスク管理委員会と連携の上、各部署のリスク管理の状況を監査する。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1）取締役会は経営方針および中長期経営計画を策定し、これに基づき役員・使用人が共有する経営

目標を定める。

2）経営目標達成のために、各執行役員は取締役会により分配された権限に基づく具体的目標と効率

的な達成の方法を定める。

3）執行役員会議は定期的に、各執行役員の目標達成進捗状況をレビューし、改善を促す。

4）執行役員会議のレビューを受けて取締役会は当初の経営方針および中長期経営計画あるいは経

営目標の妥当性を議論し、職務執行の効率化の観点から、必要がある場合は随時見直す。

・当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1）当社および子会社の役員・使用人は、日本ケミファ法令等遵守行動基準に則って、法令・定款お

よび社会規範を遵守した行動をとる。

2）当社は日本ケミファグループの企業集団の業務の適正と効率性を確保するために必要な、グルー

プとしての規則・規程類を整備する。

3）日本ケミファグループに属する会社間の取引は、法令・会計原則その他の社会規範に照らし適切

なものでなければならない。

4）当社は子会社毎に担当取締役を任命し、各社が法令等遵守体制、リスク管理体制を構築するよう

指導する。

5）内部監査部門は、日本ケミファグループにおける内部監査を実施または統括し、日本ケミファグ

ループの内部統制の有効性と妥当性を確保する。

6）監査役は、日本ケミファグループの連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を実効的かつ

適切に行えるよう会計監査人および内部監査部門と協働して適切な体制を構築する。

・監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびに

その使用人の取締役からの独立性に関する事項

1）監査役は、内部監査部門の使用人あるいはその業務を行うに適切な部署の使用人を補助者（以

下、「補助者」という）として、監査業務に必要な事項を命令することができる。

2）補助者は、監査役の監査業務に関する命令に関して、会社の指揮命令を受けないものとする。ま

た、補助者の人事異動等については、監査役会の意見を尊重するものとする。

・取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

1）取締役は、法定の事項、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況

を監査役会に対してすみやかに報告する。

2）報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役会との協議により決

定する。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

   監査役会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的な意見交換会を開催する。

・財務報告の信頼性を確保するための体制

1）当社および連結子会社の財務報告の信頼性を確保するため、全社統制および業務プロセスにおけ

る文書化など体制整備を進める。

2）構築した体制を運用し、その評価および改善を適宜行い、財務報告の重要な事項に誤りが発生す

るリスクを低減することに努める。
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・反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

1）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、これらとかかわりの

ある企業、団体とはいかなる関係も持たない旨を日本ケミファ法令等遵守行動基準に定め、役員

・使用人全員に周知徹底する。

2）平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や弁護士など

と緊密に連携を取り、組織全体としてすみやかに対処する。

(社外取締役及び社外監査役との間で会社法第427条第１項に規定する契約の概要)

当社は社外役員として有能な人材を迎えることができるよう、社外役員との間で、当社への損害賠

償責任を一定の範囲に限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、社外取締役畠山

正誠氏、社外監査役高橋 剛氏および進藤直滋氏それぞれとの間で、会社法第427条第１項の規定によ

り、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。

その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外役員が任務を怠ったことによって当社に対し損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項

各号に定める金額の合計額を限度として、その責任を負うものとします。

・上記の責任限定が認められるのは、社外役員がその責任の原因となった職務の遂行について善意で

かつ重大な過失がないときに限るものとします。

②内部監査及び監査役監査

当社の内部監査及び監査役監査の組織は次のとおりであります。

(人員及び手続)

・執行部門内の内部監査部門として社長直轄の「社長室内部監査課」を設置し、内部統制機能の強化

を図っております。

・監査役は１名の常勤監査役と2名の非常勤監査役（社外監査役）により構成されています。各監査役

は、監査役監査基準、監査役監査計画に基づき、業務執行の適法性について監査しており、また、取締

役会、経営に係る重要な会議への出席、取締役、執行役員、従業員から受領した報告についての検証、

業務や財産の状況に関し必要に応じ調査等を実施することにより、会社の基本方針、重要事項の決

定、業務執行状況などについても、十分な監査機能を発揮できる体制を整えております。

・非常勤監査役（社外監査役）のうちの1名は、公認会計士として豊富な財務及び会計の専門知識と経

験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

(内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係)

・監査役は内部監査部門と連携を密にし、必要な場合は監査役の補助者として、監査業務に必要な事項

を命令することができることになっております。

・当社の会計監査は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、期末・四半期等、会計監査に際

しては厳正な監査をしやすい環境を提供しております。

・会計監査にあたっては、会計監査の専門家である会計監査人と日常的に業務監査にあたる監査役が

緊密な連携関係を有することで監査の実を挙げることに注力しています。

・監査役会は監査法人と定期的に意見交換会を開催しております。

・監査役および内部監査部門は、リスク管理委員会および法令等遵守推進委員会にオブザーバーとし

て出席しております。

③社外取締役及び社外監査役

当社の社外役員の構成、機能及び役割は次のとおりであります。

(員数及び当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係)

社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。それぞれ当社との間に人的関係、資本的関係、取

引関係その他特別の利害関係がなく高い独立性を有しており、東京証券取引所が指定を義務付ける

一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員届出書を提出しておりま

す。

(当社の企業統治において果たす機能及び役割)

・社外取締役は、弁護士として培われた法令に関する専門知識と経験を有し、客観的立場から当社の経

営を監視する役割を担っております。

・社外監査役は、弁護士としての法的専門性や社会的に認められる高い倫理性、公認会計士として豊富

な財務・会計の専門知識と経験を有しており、法務に関する知見や財務・会計に関する知見を踏ま

え独立した立場から取締役会や監査役会に出席し、常勤監査役とも連携し監査機能を十分に発揮し

ております。
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(選任状況に関する当社の考え方)

能力や経験、識見および当社において果たす機能及び役割に照らして必要な人材が確保されてい

ると考えております。

④役員の報酬

当社役員の報酬等については次のとおりであります。

（役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数）

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。）

107 89 1 16 6

監査役
（社外監査役を除く。）

17 16 ― 1 1

社外役員 14 13 1 1 3

　
（役員の報酬等の額の決定に関する方針）

 取締役全員および監査役の報酬（賞与含む）につきましては、株主総会の決議により、取締役全

員および監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額を決定しており、この点で株主の皆様の監

視が働く仕組みとなっております。

各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役社長が、一定の基準に基づき、特別の功績

や会社の業績等を総合的に考慮し決定しております。

各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しております。

取締役および監査役への退職慰労金は、株主総会の決議に基づき、役員退職慰労金規程に定める基準

に従い算出し、特別の功績や会社の業績等を総合的に考慮し相当の範囲内において贈呈しておりま

す。

（役員ごとの連結報酬等の総額等）

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

（インセンティブ関係）

 取締役および執行役員の業績向上に対する意欲を高めるとともに、株主価値向上を意識した経営

の一層の推進を図ることを目的としてストックオプション制度を導入しております。

（取締役及び監査役の責任免除）

 当社は、取締役および監査役が職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮し、期待される役割を

果たし得るように、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役で

あった者を含む）および監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度におい

て、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めております。

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 31/104



⑤株式の保有状況

・ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　　　　　　　　　　　　　　19銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　　　 937百万円
　
・ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計

　　 上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位10銘柄について記載しております。

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

フクダ電子㈱ 100,000 216取引先との関係強化を目的

東映㈱ 300,000 143取引先との関係強化を目的

㈱日本医療事務センター 374,400 142取引先との関係強化を目的

㈱朝日工業社 238,000 92取引先との関係強化を目的

アルフレッサ ホールディングス㈱ 14,500 58取引先との関係強化を目的

ダイト㈱ 30,000 46取引先との関係強化を目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 231,000 42取引の円滑化を目的

㈱メディパルホールディングス 36,333 40取引先との関係強化を目的

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 151,000 30取引の円滑化を目的

㈱東京都民銀行 22,073 27取引の円滑化を目的

⑥会計監査の状況

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のと

おりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員：國井 泰成、小林 功幸、大野 開彦

会計監査業務にかかる補助者の構成

公認会計士　３名、その他　７名

⑦取締役の定数

当社の取締役は、経営体制における意思決定手続の迅速化を図るため、10名以内とする旨を定款で定

めております。

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議

については、累積投票によらないものとする旨も定款で定めております。

⑨取締役会にて決議できる株主総会決議事項

当社は定款にて、次の事項を取締役会で決議できる旨を定めております。

（自己株式の取得）

当社は、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策を遂行できるように、取締役会決議

によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

（中間配当の決議）

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日とし

て中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議をより確実に行うことが可能となるよう定足数緩和を

行うため、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

⑪従業員株式所有制度の内容　

当社は、従業員株式所有制度を導入しておりません。

　

　

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 32/104



(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 35 ４ 36 ―

連結子会社 ― ― 3 ―

計 35 ４ 39 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当する事項はありません。

　

当連結会計年度

該当する事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務報告に係る内部

統制に関する助言・指導業務等の委託であります。
　

当連結会計年度

該当する事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日程等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、監査法人トーマツの監査を受け、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなりました。

　

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　

　　当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構に

加入し、会計基準の内容又はその変更等について情報収集等を行っております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,902 3,906

受取手形及び売掛金 ※1, ※7
 7,326

※1, ※7
 8,091

商品及び製品 1,798 2,137

仕掛品 345 724

原材料及び貯蔵品 254 403

繰延税金資産 387 536

その他 154 100

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 12,168 15,899

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 10,010

※2
 11,086

減価償却累計額 △7,167 △7,717

建物及び構築物（純額） 2,842 3,368

機械装置及び運搬具 3,192 3,930

減価償却累計額 △2,637 △3,134

機械装置及び運搬具（純額） 554 795

工具、器具及び備品 1,683 1,818

減価償却累計額 △1,409 △1,527

工具、器具及び備品（純額） 273 291

土地 ※2, ※4
 5,478

※2, ※4
 5,550

リース資産 64 269

減価償却累計額 △3 △48

リース資産（純額） 60 220

建設仮勘定 22 22

有形固定資産合計 9,231 10,248

無形固定資産

のれん － 420

リース資産 24 27

ソフトウエア 19 26

電話加入権 21 23

無形固定資産合計 65 497

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※3, ※6
 1,348

※2, ※3, ※6
 1,083

長期貸付金 10 9

長期前払費用 11 3

敷金及び保証金 154 156

繰延税金資産 340 418

その他 1,451 1,316

貸倒引当金 △97 △52

投資その他の資産合計 3,218 2,935

固定資産合計 12,515 13,682

繰延資産

社債発行費 13 18

繰延資産合計 13 18

資産合計 24,696 29,600
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,410 3,807

短期借入金 ※2
 1,160

※2
 1,109

1年内償還予定の社債 320 460

1年内返済予定の長期借入金 ※2, ※8
 1,696

※2, ※8
 2,470

リース債務 19 55

未払金 155 87

未払法人税等 257 385

未払消費税等 105 137

未払費用 1,510 1,808

預り金 36 52

返品調整引当金 6 5

販売促進引当金 312 298

その他 472 700

流動負債合計 9,462 11,379

固定負債

社債 690 1,125

長期借入金 ※2, ※8
 5,497

※2, ※8
 6,557

リース債務 69 208

退職給付引当金 313 621

役員退職慰労引当金 226 253

再評価に係る繰延税金負債 ※4
 1,589

※4
 1,589

その他 0 －

固定負債合計 8,386 10,355

負債合計 17,848 21,734

純資産の部

株主資本

資本金 4,304 4,304

利益剰余金 910 1,064

自己株式 △158 △158

株主資本合計 5,056 5,210

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △243 △182

土地再評価差額金 ※4
 2,033

※4
 2,033

評価・換算差額等合計 1,789 1,850

新株予約権 1 3

少数株主持分 0 800

純資産合計 6,847 7,865

負債純資産合計 24,696 29,600
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 22,307 23,982

売上原価 10,387 11,449

売上総利益 11,920 12,533

返品調整引当金繰入額 0 －

返品調整引当金戻入額 － 1

差引売上総利益 11,919 12,534

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 11,339

※1, ※2
 11,767

営業利益 580 767

営業外収益

受取利息 10 4

受取配当金 27 24

固定資産賃貸料 29 23

持分法による投資利益 49 60

補助金収入 － 16

その他 33 25

営業外収益合計 150 155

営業外費用

支払利息 132 206

手形売却損 47 28

支払手数料 154 72

その他 33 28

営業外費用合計 366 335

経常利益 363 587

特別利益

関係会社株式売却益 211 －

特別利益合計 211 －

特別損失

たな卸資産評価損 2 －

固定資産除却損 ※3
 4

※3
 －

投資有価証券評価損 53 30

貸倒引当金繰入額 17 －

特別損失合計 77 30

税金等調整前当期純利益 497 557

法人税、住民税及び事業税 350 375

法人税等調整額 △20 △107

法人税等合計 329 267

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 19

当期純利益 168 270
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,304 4,304

当期末残高 4,304 4,304

資本剰余金

前期末残高 0 －

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

利益剰余金

前期末残高 858 910

当期変動額

剰余金の配当 △115 △114

当期純利益 168 270

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 51 154

当期末残高 910 1,064

自己株式

前期末残高 △149 △158

当期変動額

自己株式の取得 △15 △2

自己株式の処分 6 2

当期変動額合計 △8 △0

当期末残高 △158 △158

株主資本合計

前期末残高 5,014 5,056

当期変動額

剰余金の配当 △115 △114

当期純利益 168 270

自己株式の取得 △15 △2

自己株式の処分 4 1

当期変動額合計 42 154

当期末残高 5,056 5,210
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △104 △243

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△139 61

当期変動額合計 △139 61

当期末残高 △243 △182

土地再評価差額金

前期末残高 2,033 2,033

当期末残高 2,033 2,033

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,928 1,789

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△139 61

当期変動額合計 △139 61

当期末残高 1,789 1,850

新株予約権

前期末残高 － 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 2

当期変動額合計 1 2

当期末残高 1 3

少数株主持分

前期末残高 0 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 800

当期変動額合計 △0 800

当期末残高 0 800

純資産合計

前期末残高 6,943 6,847

当期変動額

剰余金の配当 △115 △114

当期純利益 168 270

自己株式の取得 △15 △2

自己株式の処分 4 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △137 863

当期変動額合計 △95 1,018

当期末残高 6,847 7,865
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 497 557

減価償却費 580 695

社債発行費償却 1 4

のれん償却額 － 22

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17 2

販売促進引当金の増減額（△は減少） 82 △18

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33 95

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26 2

受取利息及び受取配当金 △37 △29

支払利息 132 206

手形売却損 47 28

固定資産除却損 10 9

投資有価証券評価損益（△は益） 53 30

関係会社株式売却損益（△は益） △211 －

売上債権の増減額（△は増加） ※2
 △3,216

※2
 △397

たな卸資産の増減額（△は増加） △81 △107

たな卸資産評価損 2 －

その他の流動資産の増減額（△は増加） 195 57

仕入債務の増減額（△は減少） △1,025 933

その他の流動負債の増減額（△は減少） 34 401

未払消費税等の増減額（△は減少） 109 △18

長期前払費用の増減額（△は増加） 4 8

その他 △58 △15

小計 △2,804 2,468

利息及び配当金の受取額 41 31

利息の支払額 △170 △237

法人税等の支払額 △327 △373

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,261 1,889

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △9

定期預金の払戻による収入 － 100

固定資産の取得による支出 △1,201 △647

投資有価証券の取得による支出 △50 △5

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※3

 －
※3

 △868

貸付けによる支出 △4 △4

貸付金の回収による収入 3 5

差入保証金の回収による収入 16 4

長期預金の払戻による収入 － 500

長期預金の預入による支出 △500 △500

その他の支出 △11 △11

その他の収入 5 －

その他 － △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,741 △1,450
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 696 △296

長期借入れによる収入 5,300 3,800

長期借入金の返済による支出 △1,893 △1,980

社債の発行による収入 500 500

社債の償還による支出 △320 △320

配当金の支払額 △113 △113

その他 △15 △79

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,154 1,508

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △848 1,948

現金及び現金同等物の期首残高 2,751 1,902

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,902

※1
 3,850
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数                 ２社

連結子会社の名称

㈱化合物安全性研究所、シャプロ㈱

連結子会社の数                 ３社

連結子会社の名称

日本薬品工業㈱、㈱化合物安全性研究

所、シャプロ㈱

　前連結会計年度において持分法適用

関連会社でありました日本薬品工業㈱

は、当第３四半期末に株式を取得した

ことに伴い、持分法の適用範囲から除

外し、連結の範囲に含めております。

　そのため当該会社の第４四半期損益

計算書について連結財務諸表に含めて

おります。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用した関連会社数 ２社

会社等の名称

日本薬品工業㈱、ジャパンソファ 

ルシム㈱

持分法を適用した関連会社数  １社

会社等の名称

ジャパンソファルシム㈱

前連結会計年度において持分法適

用関連会社でありました日本薬品工

業㈱は、当第３四半期末に株式を取

得したことに伴い、持分法の適用範

囲から除外し、連結の範囲に含めて

おります。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　　　　時価のあるもの

  決算末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

  　 　 同左

　 　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　時価のないもの

　      同左

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方
法
商品・製品・原材料・仕掛品・貯
蔵品
先入先出法による原価法
（収益性の低下による簿価切下
　げの方法）

② たな卸資産の評価基準及び評価方
法
商品・製品・原材料・仕掛品・貯
蔵品

　      同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)
　定率法を採用しております。
　ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備は除く)
については、定額法によっており
ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)
　        同左

　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)
　定額法を採用しております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)
　        同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 ③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・
　リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。
　なお、リース取引開始日が平
成20年３月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース
取引については、引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっておりま
す。

③ リース資産
　        同左

　 (3) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費
　社債の償還までの期間にわたり
定額法により償却しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費
　        同左

　 (4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　連結会計年度末の債権に対する
貸倒損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

同左

　 ② 退職給付引当金
　当社及び連結子会社において、従
業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末において発生して
いると認められる額を計上してお
ります。 
　数理計算上の差異については、各
連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(11年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理してお
ります。
　過去勤務債務については、各連結
会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(11年)による定額法により按
分した額を発生の連結会計年度よ
り費用処理しております。

② 退職給付引当金
同左

　 ③ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支払に備え
るため、内規による支払見込相当
額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金
　　　　  同左

　 ④ 返品調整引当金
　返品による損失に備えるため、法
人税法に定める限度相当額を計上
しております。

④ 返品調整引当金
　　　　  同左

　 ⑤ 販売促進引当金
　販売した製品・商品に対する将
来の販売促進費の支出に備えるた
め、直近の実績を基礎にして計上
しております。

⑤ 販売促進引当金
　　　　  同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしているた

め、特例処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　　　　  同左

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ

ヘッジ対象

　借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　　　　  同左

ヘッジ対象

　　　　  同左

　 ③ ヘッジ方針

　金利の変動によるリスクを回避

する目的で金利スワップ取引を

行っておりますが、投機的な取引

は行っておりません。

③ ヘッジ方針

　　　　  同左

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略しており

ます。

④ ヘッジの有効性評価の方法

　　　　  同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６ のれん償却に関する事項     ──────────────

 
　のれんの償却については、５年間の均等

償却を行っております。

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資であります。

同左

８ その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理方法
同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(たな卸資産の評価基準及び評価方法) 

　当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

        ────────────────

(リース取引に関する会計基準等) 

　当連結会計年度から、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これによる損益に与える影響はありません。

        ────────────────

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(連結貸借対照表) 

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記さ

れたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ1,995百万円、147百万円、168百万円でありま

す。

        ────────────────

        ──────────────── (連結損益計算書) 

　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めておりました「補助金収入」は、当連結会計年度に

おいて、営業外収益の100分の10を超えたため、区分掲記

することに変更いたしました。

　なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含

まれる「補助金収入」は、２百万円であります。

　

【追加情報】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

        ────────────────

 
 
 

(退職給付引当金) 

　当社は、確定給付型の制度として、厚生年金制度及び適

格退職年金制度を設けておりますが、このうちの適格退

職年金制度を平成21年10月１日付で確定給付企業年金

制度へ移行しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　受取手形割引高 2,361百万円
　

※１　受取手形割引高 2,147百万円
　

※２　担保に供されている資産については、当連結会計
　　　年度において全て解除されております。  

※２　　──────────────────

※３　関連会社に対するものは次のとおりであります。
　投資有価証券 382百万円

※３　関連会社に対するものは次のとおりであります。
　投資有価証券 14百万円

※４　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布
法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行
い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地
再評価差額金を純資産の部に計上しております。
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算
定しております。

　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　再評価を行った土地の
　期末における時価と
　再評価後の帳簿価額
　との差額

△1,032百万円

※４　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布
法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行
い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地
再評価差額金を純資産の部に計上しております。
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算
定しております。

　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　再評価を行った土地の
　期末における時価と
　再評価後の帳簿価額
　との差額

△1,132百万円

 
 
 
 
 
 
 
 
 

　５　借受有価証券
連結貸借対照表に計上した有価証券のほか、株券
消費貸借契約により借り受けた有価証券は101百
万円であります。

　上記の時価と再評価後の帳簿価額との差額のう
ち、賃貸等不動産に関するものについては、△189
百万円含まれております。

　５　借受有価証券
連結貸借対照表に計上した有価証券のほか、株券
消費貸借契約により借り受けた有価証券は101百
万円であります。

　６　偶発債務(預り保証金に対する連帯債務保証)
ウエルライフ株式会社の入居者よりの預り保証金
に対する金融機関との連帯保証債務  28百万円

　６　偶発債務(預り保証金に対する連帯債務保証)
ウエルライフ株式会社の入居者よりの預り保証金
に対する金融機関との連帯保証債務　   9百万円

※７　受取手形及び売掛金   
連結貸借対照表に計上した受取手形及び売掛金に
は、信託受益権等を設定した上で現金化を留保し
ている2,163百万円が含まれております。

※７　受取手形及び売掛金   
連結貸借対照表に計上した受取手形及び売掛金に
は、信託受益権等を設定した上で現金化を留保し
ている2,267百万円が含まれております。

※８  財務制限条項
借入金のうち、シンジケートローン契約(残高
4,000百万円)には財務制限条項が付されており、
下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に
基づくエージェントの借入人に対する通知によ
り、契約上の全ての債務について期限の利益を失
い、借入金元本及び利息を支払うことになってお
ります。
(1) 各年度の決算において、損益計算書及び連結損

益計算書に記載される営業損益及び経常損益が
２期連続して損失計上とならないこと。

※８  財務制限条項
借入金のうち、シンジケートローン契約(残高　　
4,800百万円)には財務制限条項が付されており、
下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に
基づくエージェントの借入人に対する通知によ
り、契約上の全ての債務について期限の利益を失
い、借入金元本及び利息を支払うことになってお
ります。
(1)　　　　　　　　　 同左

 

(2) 各年度の決算期の末日において、貸借対照表及
び連結貸借対照表に記載される純資産の部の金
額を、平成20年３月期実績の75％以上に維持す
ること。

(2)　　　　　　　　　 同左

  ９　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結
しております。
当連結会計年度末における貸出コミットメントに
係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま
す。

　 貸出コミットメントの総額 4,000百万円

　 借入実行残高 300  〃

　 差引額  3,700  〃
　

  ９　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結
しております。
当連結会計年度末における貸出コミットメントに
係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま
す。

　 貸出コミットメントの総額 3,000百万円

　 借入実行残高 ―  〃

　 差引額 3,000  〃
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 280百万円

販売促進費 2,751　〃

旅費及び交通費 578　〃

給料 3,476　〃

支払手数料 908　〃

研究開発費 1,427　〃

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 219百万円

販売促進費 3,029　〃

旅費及び交通費 482　〃

給料 3,573　〃

支払手数料 863　〃

研究開発費 1,722　〃

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 1,427百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 1,722百万円

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物、 　

工具、器具及び備品 ４百万円

※３　　──────────────────
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 38,522,301 ― ― 38,522,301

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 370,639 36,799 12,131 395,307
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　   36,799株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　 　12,131株

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名
当連結会計年度末残高　　　　　

(百万円)

提出会社 １

(注) 新株予約権を行使することができる期間の初日

　　 が到来しているものはありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 115 3.00平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 114 3.00平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 38,522,301 ― ― 38,522,301

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 395,307 7,765 3,950 399,122
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　    7,765株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　 　 3,950株

　
　

３　新株予約権等に関する事項

会社名
当連結会計年度末残高　　　　　

(百万円)

提出会社 ３

(注) 新株予約権を行使することができる期間の初日

　　 が到来しているものはありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 114 3.00平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 114 3.00平成22年３月31日 平成22年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,902百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
―　〃

現金及び現金同等物 1,902　〃

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,906百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△55　〃

現金及び現金同等物 3,850　〃
 

※２　売上債権の増加額

　　  営業活動によるキャッシュ・フローの売上債権の増

加額のうち、信託受益権等を設定した上で現金化

を留保したことによる売上債権の増加2,163百万

円が含まれております。

※３　　──────────────────

※２　売上債権の増加額

　　  営業活動によるキャッシュ・フローの売上債権の増

加額にうち、信託受益権等を設定した上で現金化

を留保したことによる売上債権の増加2,267百万

円が含まれております。

※３  株式の取得により持分法適用関連会社から連結

　子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　  　 株式の取得により新たに日本薬品工業株式会社を

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに株式の取得価額と株式取得のための支

出（純額）との関係は次のとおりであります。

　  日本薬品工業株式会社（平成21年12月31日現在）

　流動資産 2,929百万円

　固定資産 1,176  〃

　のれん 448  〃

　流動負債 △1,092  〃

　固定負債 △　667  〃

　少数株主持分 △　781  〃

　小計 2,012  〃

　支配権獲得時までの持分法適用
　後の株式の連結貸借対照表計上
　額

△　412  〃

　当該会社の支配獲得時の取得価
　額

1,600  〃

　当該会社の現金及び現金同等物 △　731  〃

　差引：当該会社取得のための支
　　　　出

868  〃
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

（借主側）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

51 33 18

工具、器具及び備
品

646 411 234

その他(ソフトウ
エア等)

158 64 94

合計 856 509 346

 

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

134 88 45

工具、器具及び備
品

442 319 122

その他(ソフトウ
エア等)

158 96 62

合計 734 504 230

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 153百万円

１年超 193　〃

合計 346　〃

(注)　上記①、②の金額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 126百万円

１年超 103　〃

合計 230　〃

(注)　上記①、②の金額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

③　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 189百万円

減価償却費相当額 189　〃

 

③　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 157百万円

減価償却費相当額 157　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

　主として臨床検査薬事業における分析装置であり

ます。

ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

　同左

　・無形固定資産

　主として医療用医薬品事業における医薬品情報管

理システムであります。

　・無形固定資産

　同左

②　リース資産の減価償却の方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

②　リース資産の減価償却の方法

　　　同左
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(金融商品関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

（追加情報）

当連結会計年度から平成20年３月10日改正の「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会　

企業会計基準第10号）及び同日公表の「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　企業会計基準適用指針第19号）を適用しております。

　

１　金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については、主に銀

行借入や社債発行により調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避する

ために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

して当社グループでは、各社が取引先ごとに期日管理及び残高管理等を把握する体制となっており

ます。

　投資有価証券は、市場価額の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して当社グループで

は、各社が定期的に時価又は発行体の財務状況等を把握する体制となっております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、そのほとんどが

１年以内の支払期日であります。

　長期借入金及び社債は、主に長期運転資金に係る資金調達であります。また、変動金利の借入金は、

金利の変動リスクに晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を図

るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金

繰計画を作成する方法等により管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりま

せん。((注２)を参照ください。)
　

区　　分
連結貸借対照表計上額
(百万円)　(※)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

　(1)現金及び預金 3,906 3,906 －

　(2)受取手形及び売掛金 8,091 8,091 －

　(3)投資有価証券 1,023 1,023 －

　(4)長期預金 1,000 863 △136

資産計 14,020 13,884 △136

　(5)支払手形及び買掛金 (　3,807) (　3,807) －

　(6)短期借入金 (　1,109) (　1,109) －

　(7)社債 (　1,585) (　1,584) 0

　(8)長期借入金 (　9,028) (　9,061) △32

負債計 ( 15,530) ( 15,562) △32

　(9)デリバティブ取引 － － －

(※)負債に計上されているものについては、（　　　　）で示している。

　

(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　
(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

(4)長期預金

　これらは金融機関により評価された価格によっており、差額については、「デリバティブ部分の時価

評価額」のみを表しております。この差額は、満期時において損益に与える影響は軽微であります。

(5)支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(7)社債

　社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。

(8)長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対

象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。
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(9)デリバティブ取引

　「デリバティブ取引」注記を参照ください。

　

(注２)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

　非上場株式 45

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　

(注３)　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　現金及び預金 3,906 － － －

　受取手形及び売掛金 8,091 － － －

　長期預金 － 500 － 500

　　　　　　 合計 11,997 500 － 500

　

(注４)　社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

　社債 460 370 270 270 170 45

　長期借入金 2,470 2,180 1,801 1,157 418 1,000

合計 2,930 2,550 2,071 1,427 588 1,045
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)
１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。
　

２　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　株式 59 70 11

小計 59 70 11

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　株式 1,142 736 △405
　その他 76 59 △17

小計 1,219 796 △423

合計 1,278 867 △411

  (注)当連結会計年度において、その他有価証券について50百万円減損処理を行っております。

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。
　

４　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

①　満期保有目的の債券

該当事項はありません。

②　その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　　　 98百万円

　

当連結会計年度

１　満期保有目的の債券(平成22年３月31日)

該当事項はありません。
　

２　その他有価証券(平成22年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　株式 243 165 78

小計 243 165 78

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　株式 717 1,083 △365
　その他 62 72 △10

小計 780 1,155 △375

合計 1,023 1,320 △297

　

３　連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
　

４　減損処理を行った有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理

を行い、投資有価証券評価損30百万円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

当社において、オプション付定期預金及び金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は行わ

ず、取引額も少額なものに限定する方針であります。オプション付定期預金については、利息の受取額に

のみリスクが限定された金融商品であり、記載を省略しております。

　

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
(百万円)

契約額の
うち１年超
(百万円)

時価

金利スワップ
の特例処理

 金利スワップ取引
 支払固定・受取変動

 長期借入金 6,297 4,637 （注）

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

　　　処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

　

ヘッジ会計の方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４ 会計処理基

準に関する事項」に記載しております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社におきましては、確定給付型の制度として、厚

生年金基金制度、適格退職年金制度を設けておりま

す。連結子会社におきましては、退職一時金制度を設

けております。また、従業員の退職等に際して割増退

職金を支払う場合があります。

提出会社日本ケミファ㈱については、昭和62年か

ら段階的に行っていた退職一時金制度から適格退職

年金制度への移行が平成４年に完了しております。
 

１　採用している退職給付制度の概要

当社におきましては、確定給付型の制度として、厚

生年金基金制度、確定給付企業年金制度を設けてお

ります。このうちの確定給付企業年金制度につきま

しては、平成21年10月１日付で適格退職年金制度よ

り移行しております。

　連結子会社におきましては、退職一時金制度を設け

ております。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合があります。

 
・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

　　業主制度に関する事項
　

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

　　  (平成20年３月31日現在)

年金資産の額 415,832百万円

年金財政計算上の給付債務の額 497,473　〃

差引額 △81,640　〃
　

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

　　業主制度に関する事項
　

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

　　  (平成21年３月31日現在)

年金資産の額 325,177百万円

年金財政計算上の給付債務の額 502,794　〃

差引額 △177,616　〃

(2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合

　  (平成21年３月31日現在)

                                  0.8%
 

(2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合

　  (平成22年３月31日現在)

                                  0.9%

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上

の過去勤務債務残高57,689百万円及び平成19年度

不足金76,103百万円から別途積立金52,152百万円

を控除した額であります。なお、上記(2)の割合は当

社グループの実績の負担割合とは一致いたしませ

ん。

 

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上

の過去勤務債務残高53,210百万円及び不足金

124,406百万円の合計額であります。なお、上記(2)

の割合は当社グループの実績の負担割合とは一致

いたしません。

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △4,416百万円

(2) 年金資産 3,017　〃

(3) 未積立退職給付債務(1)+(2)△1,399　〃

(4) 未認識数理計算上の差異 1,030　〃

(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額) 55　〃

(6) 連結貸借対照表計上額純額

　　(3)+(4)+(5)
△313　〃

(7) 退職給付引当金(6) △313　〃
　 　

 

(注) 　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △4,492百万円

(2) 年金資産 3,402　〃

(3) 未積立退職給付債務(1)+(2)△1,090　〃

(4) 未認識数理計算上の差異 666　〃

(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額)△198　〃

(6) 連結貸借対照表計上額純額

　　(3)+(4)+(5)
△621　〃

(7) 退職給付引当金(6) △621　〃
　 　

 

(注) 　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 351百万円

(2) 利息費用 106　〃

(3) 期待運用収益 △91　〃

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 53　〃

(5) 過去勤務債務の費用処理額 6　〃

(6) 退職給付費用 427　〃
　 　

 

(注) １　勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から

従業員拠出額を控除した額を含めて計上してお

ります。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 366百万円

(2) 利息費用 107　〃

(3) 期待運用収益 △75　〃

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 124　〃

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △5　〃

(6) 退職給付費用 518　〃
　 　

 

(注) １　勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から

従業員拠出額を控除した額を含めて計上してお

ります。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.50％

(3) 期待運用収益率 2.50％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 11年

(5) 過去勤務債務の額の処理年数 11年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.50％

(3) 期待運用収益率 2.50％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 11年

(5) 過去勤務債務の額の処理年数 11年
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(ストック・オプション関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費(株式報酬費用)　　　　１百万円
　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内訳

会社名 提出会社

決議年月日  平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　６名

当社従業員　　　８名

株式の種類及び付与数 普通株式　　41,000株

付与日 平成20年８月４日

権利確定条件

　

(1)新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）が当
   社の役員または従業員の地位（以下「権利行使資格」）を喪失した場合
   （ただし、新株予約権者が定年による退任または退職により権利行使資
   格を喪失した場合を除く。）は、新株予約権は直ちに失効し、以後行使
   できないものとします。
(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が死亡した日から３ヶ月が経
   過する前に新株予約権者の相続人による新株予約権に関する遺産分割協
   議その他の相続手続きが完了した場合に限り、新株予約権の相続を認め
   ます。
(3)新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとします。
(4)新株予約権の行使についてのその他の条件については、当社と新株予約
   権者の割当てを受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に定める
   ところによります。
　

対象勤務期間 平成20年８月４日～平成23年８月４日

権利行使期間 平成23年８月５日～平成26年８月４日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年６月27日

権利確定前　　　（株） 　

　期首 ―

　付与 　　　　　　　　　　　　　41,000

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 　　　　　　　　　　　　　41,000

権利確定後　　　（株） 　

　期首 ―

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 ―
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②　単価情報
　

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年６月27日

権利行使価格　　　　 　　　(円)                              516

行使時平均株価　 　　　　　(円) ―

公正な評価単価（付与日）　（円）                              146

　

３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単位の見積方法

(1) 使用した算定技法

　　配当修正型ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

株価変動性　　　　　　(注)１                            40.6%

予想残存期間　　　　　(注)２                            4.5年

予想配当　　　　　　　(注)３ 3円/株

無リスク利子率　　　　(注)４                            1.03%

　(注)１　平成16年２月２日の週から平成20年７月28日の週までの

　　　　　株価実績に基づき算定しております。

　(注)２　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難である

　　　　　ため、権利行使期間の中間点において行使されるものと

　　　　　推定して見積もっております。

　(注)３　平成20年３月期の配当実績によっております。

　(注)４　予想残存期間と近似する残存期間に対応する国債の利回

　　　　　りを用いて、予想残存期間と同じ残存期間に相当する利

　　　　　回りを算出しております。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　将来の失効数の合理的な見積が困難であるため、実績の

　失効数のみ反映させる方法を採用しております。
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費(株式報酬費用)　　　　　２百万円
　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内訳
　

会社名 提出会社

決議年月日  平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　６名

当社従業員　　　８名

株式の種類及び付与数 普通株式　　41,000株

付与日 平成20年８月４日

権利確定条件

　

(1)新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）が当
   社の役員または従業員の地位（以下「権利行使資格」）を喪失した場合
   （ただし、新株予約権者が定年による退任または退職により権利行使資
   格を喪失した場合を除く。）は、新株予約権は直ちに失効し、以後行使
   できないものとします。
(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が死亡した日から３ヶ月が経
   過する前に新株予約権者の相続人による新株予約権に関する遺産分割協
   議その他の相続手続きが完了した場合に限り、新株予約権の相続を認め
   ます。
(3)新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとします。
(4)新株予約権の行使についてのその他の条件については、当社と新株予約
   権者の割当てを受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に定める
   ところによります。
　

対象勤務期間 平成20年８月４日～平成23年８月４日

権利行使期間 平成23年８月５日～平成26年８月４日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数
　

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年６月27日

権利確定前　　　（株） 　

　期首 41,000

　付与 　　　　　　　　　　　　　 　―

　失効 　　　　　　　　　　　　　 　―

　権利確定 　　　　　　　　　　　　　 　―

　未確定残 41,000

権利確定後　　　（株） 　

　期首 　　　　　　　　　　　　　 　―

　権利確定 　　　　　　　　　　　　　 　―

　権利行使 　　　　　　　　　　　　　 　―

　失効 　　　　　　　　　　　　　 　―

　未行使残 　　　　　　　　　　　　　 　―
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②　単価情報
　

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年６月27日

権利行使価格　　　　 　　　(円)                              516

行使時平均株価　 　　　　　(円) 　　　　　　　　　　　　　 　―

公正な評価単価（付与日）　（円）                              146

　

３　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　将来の失効数の合理的な見積が困難であるため、実績の

　失効数のみ反映させる方法を採用しております。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

未払事業税 14百万円

未払賞与 218　〃

貸倒引当金 39　〃

販売促進引当金 126　〃

退職給付引当金 127　〃

役員退職慰労引当金 92　〃

その他有価証券評価差額金 167　〃

その他 181　〃

繰延税金資産小計 968　〃

評価性引当額 △240　〃

繰延税金資産合計 728　〃

　 　

(繰延税金負債) 　

土地再評価に係る繰延税金負債 1,589　〃

繰延税金負債合計 1,589　〃

繰延税金負債の純額 △860　〃

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

未払事業税 35百万円

未払賞与 249　〃

貸倒引当金 26　〃

販売促進引当金 119　〃

退職給付引当金 253　〃

役員退職慰労引当金 103　〃

その他有価証券評価差額金 123　〃

その他 322　〃

繰延税金資産小計 1,233　〃

評価性引当額 △277　〃

繰延税金資産合計 955　〃

　 　

(繰延税金負債) 　

土地再評価に係る繰延税金負債 1,589　〃

繰延税金負債合計 1,589　〃

繰延税金負債の純額 △633　〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

永久に損金に算入されない費用項目 25.2〃

住民税均等割 5.9〃

試験研究費の税額控除 △8.4〃

評価性引当額の増減 △4.2〃

その他 7.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.3〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

永久に損金に算入されない費用項目 20.8〃

住民税均等割 5.2〃

試験研究費の税額控除 △13.7〃

評価性引当額の増減 4.1〃

その他 △9.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.0〃
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(賃貸等不動産関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　

（追加情報）

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成

20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

　

当社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。平成22年３月期における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は△17百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計

上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価
（百万円）前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

762 △12 750 595

　(注)1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.　当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等

に基づく金額、その他物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられ

る指標に基づいて自社で算定した金額であります。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
医薬品
事業
(百万円)

その他
の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 21,490 817 22,307 ― 22,307

　(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 71 71 (　 71) ―

計 21,490 888 22,378 (　 71) 22,307

営業費用 20,910 896 21,806 (　 79) 21,726

営業利益又は営業損失(△) 580 △7 572 8 580

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出 　 　 　 　 　

資産 21,145 1,562 22,708 1,988 24,696

減価償却費 512 67 580 ― 580

資本的支出 864 25 889 ― 889

(注) １　事業区分の方法は製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品事業、その他の事業にセグメンテー

ションしております。

２　各区分に属する主要製品・商品

事業区分 主要な製品・商品

医薬品事業 医療用医薬品

その他の事業 化粧品・健康食品等販売、安全性試験の受託等

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありませ

ん。

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,543百万円であり、その

主なものは、当社の余資運用資金であります。
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
医薬品
事業
(百万円)

その他
の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 23,050 932 23,982 ― 23,982

　(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

2 140 143 (　143) ―

計 23,053 1,072 24,125 (　143) 23,982

営業費用 22,309 1,047 23,357 (　142) 23,215

営業利益 743 24 768 (　　1) 767

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出 　 　 　 　 　

資産 24,487 1,636 26,124 3,476 29,600

減価償却費 627 67 695 ― 695

資本的支出 661 19 681 ― 681

(注) １　事業区分の方法は製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品事業、その他の事業にセグメンテー

ションしております。

２　各区分に属する主要製品・商品

事業区分 主要な製品・商品

医薬品事業 医療用医薬品

その他の事業 化粧品・健康食品等販売、安全性試験の受託等

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありませ

ん。

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,778百万円であり、その

主なものは、当社の余資運用資金であります。

５　前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました日本薬品工業株式会社は、当第３四半期末に株式を

取得したことに伴い、連結の範囲に含めております。そのため当該会社の第４四半期連結会計期間の業績は、

「医薬品事業」に含めております。

　

【所在地別セグメント情報】

所在地別セグメント情報につきましては、前連結会計年度、当連結会計年度共に在外連結子会社及

び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

海外売上高につきましては、前連結会計年度、当連結会計年度共に輸出の連結売上高に占める割合

が10％未満であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

（追加情報）

　　当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会

　計基準委員会　企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企

　業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。

　　

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との関
係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会
社

日本薬品
工業㈱

東京都
千代田
区

160
医薬品の製
造販売

(所有)
(注)３
直接　 50.0

商品仕入先
 

役員の兼任
商品の購入 2,254

支払手形
及び
買掛金

793

関連会
社

ジャパン
ソファル
シム㈱

東京都
千代田
区

10
医薬品の仕
入・輸入・
販売等

(所有)
直接　　5.0
(被所有)
直接　 10.8

商品及び原材料
仕入先
 

役員の兼任

商品及び原材料
の購入

1,796
支払手形
及び
買掛金

644

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２　仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

３　このうち33.3％については株券消費貸借契約による借り受けによるものであります。

４　ジャパンソファルシム㈱は当社代表取締役社長山口一城が、議決権の67.5％を所有しております。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との関
係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
日本薬品
工業㈱

東京都
千代田
区

160
医薬品の製
造販売

(所有)
(注)3
直接　100.0

商品仕入先
 

役員の兼任
商品の購入

(注)5
1,856

支払手形
及び
買掛金

(注)5
―

関連会
社

ジャパン
ソファル
シム㈱

東京都
千代田
区

10
医薬品の仕
入・輸入・
販売等

(所有)
直接　　5.0
(被所有)
直接　 10.8

商品及び原材料
仕入先
 

役員の兼任

商品及び原材料
の購入

1,420
支払手形
及び
買掛金

596

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２　仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

３　このうち33.3％については株券消費貸借契約による借り受けによるものであります。

４　ジャパンソファルシム㈱は当社代表取締役社長山口一城が、議決権の67.5％を所有しております。

５　前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました日本薬品工業株式会社は、当第３四半期末に株式を

取得したことに伴い、持分法の適用範囲から除外し、連結の範囲に含めております。そのため、「取引金額」欄

は関連当事者であった期間の金額を記載しております。また、「期末残高」欄は、連結貸借対照表上消去して

いるため記載しておりません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 179.55円 185.22円

１株当たり当期純利益金額 4.41円 7.10円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益
(百万円)

168 270

普通株式に係る当期純利益(百万円) 168 270

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,137 38,125

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益金額
の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

 

  潜在株式の種類　  　 新株予約権　　

　　

  潜在株式の数   　　　　　　41個　　　　
  　　　
　これらの詳細については、第４提

　出会社の状況　１株式等の状況

　 (2)新株予約権等の状況に記載の

　とおりであります。

 

  潜在株式の種類　  　 新株予約権　　

　　

  潜在株式の数   　　　　　　41個　　　　
  　　　
　これらの詳細については、第４提

　出会社の状況　１株式等の状況

　 (2)新株予約権等の状況に記載の

　とおりであります。

　

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当する事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

株式交換による日本薬品工業株式会社の完全子会社化及び会社分割による当社茨城工場の分社化

当社は、平成22年5月11日開催の取締役会において、日本薬品工業株式会社との間で、平成22年7月1

日を効力発生日として、当社を完全親会社、日本薬品工業株式会社を完全子会社とする株式交換（以

下、「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付で両社の間で株式交換契約を締結いたしま

した。また、あわせて、当社と日本薬品工業株式会社は、同日開催の両社の取締役会において平成22年

10月1日を効力発生日として、当社を吸収分割会社とし、日本薬品工業株式会社を吸収分割承継会社と

する吸収分割を行い、茨城県筑西市所在の当社工場（以下、茨城工場という。）における医薬品、医薬

部外品、臨床検査薬及び化成品の製造事業を、本株式交換による完全子会社後の日本薬品工業株式会

社に承継させること（以下、「本吸収分割」といい、本株式交換と併せて「本件取引」という。）を決

議し、平成22年5月11日付で、両社の間で吸収分割契約を締結いたしました。

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 68/104



なお、当社は、本件株式交換について、会社法第796条第３項の規定に基づき、簡易株式交換の手続に

より株主総会の承認を得ることなく行う予定です。また、当社は、本吸収分割について、会社法第784条

第3項の規定に基づき、簡易会社分割の手続きにより株主総会の承認を得ることなく行う予定です。一

方、日本薬品工業株式会社においては、本株式交換について株主総会の承認を得る予定であり、また、

本吸収分割について、会社法第319条第1項の規定に基づく株主全員の書面による同意（本株式交換の

効力発生後の同社株主の同意）を得る予定です。

 

　

１.本件取引の目的

当社は、連結経営体制を一層強化してグループ運営の機動性を高め、より抜本的なグループ事業

再編を推し進めることがさらなる企業価値の向上に資するものと判断し、本吸収分割、並びにその

前段階としてかかる意思決定及び手続き実行の迅速化を図るため本株式交換を決定いたしました。

本件取引により、当社グループにおけるジェネリック医薬品生産機能の中核を担ってきた日本薬品

工業株式会社のノウハウを当社茨城工場に高度に融合し、同工場を新薬のみならずジェネリック医

薬品事業においても高い市場競争力を持つ生産拠点として再編するとともに、グループ生産機能を

一元管理し、設備投資を含む資源配分の最適化を進め、中期的には生産拠点の統合も視野にさらな

る経営の効率化を図り、企業価値の一層の向上に努めてまいります。

　

２.本株式交換に関する事項

(1)本株式交換に係る割当ての内容

当社
（株式交換完全親会社）

日本薬品工業株式会社
（株式交換完全子会社）

1 38.4

当社が保有する日本薬品工業株式会社の普通株式（平成22年５月11日現在、213,440株）につい

ては、本株式交換による株式の割当ては行いません。また、当社は4,091,904株の新株式を発行し、本

株式交換では、自己株式は使用いたしません。

　

(2)本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方

当社は、本株式交換の株式交換比率の算定にあたり、公正性を担保するため、当社から独立した

第三者機関である大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社（以下、「大和証券ＣＭ」とい

う。）に株式交換比率の算定を依頼し、上場会社である当社については市場株価法による分析を、

非上場会社である日本薬品工業株式会社についてはＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシュ

フロー）法及び類似会社比較法による分析を参考にしつつ、平成21年12月8日に当社がランバク

シー・ラボラトリー・リミテッド社から日本薬品工業株式会社株式を取得した際の取引価格も

考慮し、日本薬品工業株式会社との間で協議を重ねた結果、上記の通り株式交換比率を合意・決

定いたしました。なお、この株式交換比率については、算定の前提となる諸条件に重大な変更が生

じた場合、両社間の協議により変更することがあります。
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(3)株式交換完全親会社となる会社の概要

商号 日本ケミファ株式会社

本店の所在地 東京都千代田区岩本町二丁目２番３号

代表者の氏名 代表取締役社長　　山口　一城

資本金の額 4,304百万円

事業の内容 医療用医薬品の研究・製造・販売

　

３.本吸収分割に関する事項

(1)本吸収分割に係る割当ての内容

日本薬品工業株式会社は、本株式交換により平成22年７月１日をもって当社の完全子会社とな

り、その後に効力発生日が到来する本吸収分割に際しては、普通株式145,160株を新たに発行し、

その全てを当社に割当て交付します。

　

(2)分割する事業部門の内容等

①分割する部門の事業内容

茨城工場における医薬品、医薬部外品、臨床検査薬及び化成品の製造に関する事業

②分割する部門の生産高

7,854百万円(平成22年3月期)

上記金額は販売価格によっており、また、消費税等は含まれておりません。

③分割する資産、負債の項目及び金額（平成22年3月31日現在）

資産 負債

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

流動資産 62百万円 流動負債 56百万円

固定資産 1,480百万円 固定負債 35百万円

合　　計 1,542百万円 合　　計 91百万円

（注）上記金額に効力発生日までの増減を加減した上で確定いたします。

　

(3)会社分割の当事会社の概要（平成22年3月期）

　 分割会社（当社）連結 承継会社 単体

商    号 日本ケミファ株式会社 日本薬品工業株式会社

資    産 29,600百万円 4,478百万円

負    債 21,734百万円 1,965百万円

純 資 産 7,865百万円 2,513百万円

従業員数 　714名 　  101名
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

日本ケミファ㈱ 第２回無担保社債
平成17年
９月15日

90
　　    30
　　　( 30)

0.68無担保社債
平成22年
９月15日

日本ケミファ㈱ 第３回無担保社債
平成17年
12月29日

120
　　　  60
      ( 60)

0.91無担保社債
平成22年
12月29日

日本ケミファ㈱ 第４回無担保社債
平成18年
12月29日

300
　　   200
      (100)

1.30無担保社債
平成23年
12月29日

日本ケミファ㈱ 第５回無担保社債
平成21年
3月31日

500
　　   400
      (100)

1.10無担保社債
平成26年
3月31日

日本ケミファ㈱ 第６回無担保社債
平成21年
12月30日

―
　　   500
      (100)

0.71無担保社債
平成26年
12月30日

日本薬品工業㈱ 第３回無担保社債
平成19年
10月31日

―
　　   395
      ( 70)

1.40無担保社債
平成27年
3月31日

合計 ― ― 1,010
     1,585　
　 
      (460)

― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

460 370 270 270 170

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,160 1,109 ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,696 2,470 1.5 ―

１年以内に返済予定のリース債務 19 55 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,497 6,557 1.5平成23年～平成28年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

69 208 ― 平成23年～平成27年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 8,442 10,401 ― ―

(注) １　平均利率につきましては、当期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 2,180 1,801 1,157 418

リース債務 56 56 44 23

３　リース債務の平均利率につきましては、リース料に総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリ

ース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 71/104



(2) 【その他】

　

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　

第１四半期

(自 平成21年
　 ４月１日

 

至 平成21年
    ６月30日)

第２四半期

(自 平成21年
    ７月１日

 

至 平成21年
    ９月30日)

第３四半期

(自 平成21年
　　10月１日

 

至 平成21年
    12月31日)

第４四半期

(自 平成22年
　　１月１日

 

至 平成22年
    ３月31日)

売上高　　　　　　　　　　　(百万円) 5,754 5,827 6,196 6,203

税金等調整前四半期純利益　　(百万円)　 104 57 284 111

四半期純利益        　　　　(百万円) 31 15 165 58

１株当たり四半期純利益金額　　　(円) 0.82 0.41 4.33 1.54
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,676 2,755

受取手形 ※2
 531

※2
 578

売掛金 ※7
 6,675

※7
 7,025

商品及び製品 1,805 1,881

仕掛品 153 147

原材料及び貯蔵品 250 184

前払費用 123 122

未収入金 78 30

繰延税金資産 381 401

その他 2 5

流動資産合計 11,679 13,132

固定資産

有形固定資産

建物 ※3
 8,085

※3
 8,210

減価償却累計額 △5,959 △6,179

建物（純額） 2,125 2,031

構築物 467 468

減価償却累計額 △419 △423

構築物（純額） 47 45

機械及び装置 3,177 3,398

減価償却累計額 △2,624 △2,767

機械及び装置（純額） 553 631

車両運搬具 14 15

減価償却累計額 △13 △13

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品 1,545 1,566

減価償却累計額 △1,294 △1,315

工具、器具及び備品（純額） 250 251

土地 ※3, ※6
 5,194

※3, ※6
 5,194

リース資産 64 136

減価償却累計額 △3 △24

リース資産（純額） 60 112

建設仮勘定 22 22

有形固定資産合計 8,254 8,289

無形固定資産

ソフトウエア 19 14

リース資産 24 27

電話加入権 21 21

無形固定資産合計 64 62
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 965

※3
 1,037

関係会社株式 562 2,102

長期貸付金 0 0

従業員に対する長期貸付金 9 9

関係会社長期貸付金 301 253

長期前払費用 11 3

敷金及び保証金 152 154

繰延税金資産 320 299

長期預金 1,100 1,000

その他 351 315

貸倒引当金 △97 △52

投資その他の資産合計 3,678 5,124

固定資産合計 11,996 13,476

繰延資産

社債発行費 13 18

繰延資産合計 13 18

資産合計 23,689 26,627

負債の部

流動負債

支払手形 ※5
 2,216

※5
 3,055

買掛金 ※5
 1,148

※5
 1,283

短期借入金 ※3
 960

※3
 660

1年内償還予定の社債 320 390

1年内返済予定の長期借入金 ※3, ※8
 1,645

※3, ※8
 2,409

リース債務 19 39

未払金 155 64

未払法人税等 250 159

未払消費税等 106 64

未払費用 1,500 1,666

預り金 34 33

返品調整引当金 6 4

販売促進引当金 312 293

設備関係支払手形 216 290

その他 3 0

流動負債合計 8,895 10,415

固定負債

社債 690 800

長期借入金 ※3, ※8
 5,397

※3, ※8
 6,504

リース債務 69 107

退職給付引当金 280 363

役員退職慰労引当金 208 207

再評価に係る繰延税金負債 ※6
 1,589

※6
 1,589

固定負債合計 8,234 9,571

負債合計 17,130 19,987
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,304 4,304

利益剰余金

利益準備金 19 30

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 542 550

利益剰余金合計 561 581

自己株式 △98 △98

株主資本合計 4,767 4,786

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △243 △184

土地再評価差額金 ※6
 2,033

※6
 2,033

評価・換算差額等合計 1,789 1,849

新株予約権 1 3

純資産合計 6,558 6,640

負債純資産合計 23,689 26,627
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 8,305 7,552

商品売上高 13,130 15,245

不動産賃貸収入 10 10

ロイヤリティー収入 44 29

売上高合計 21,490 22,837

売上原価

製品期首たな卸高 223 231

商品期首たな卸高 1,782 1,574

当期製品製造原価 2,088 2,162

当期商品仕入高 7,389 8,621

合計 11,483 12,588

他勘定振替高 ※1
 111

※1
 174

製品期末たな卸高 231 288

商品期末たな卸高 1,574 1,592

たな卸資産廃棄損 93 163

不動産賃貸費用 ※2
 33

※2
 31

特許権使用料 70 103

売上原価合計 9,763 10,832

売上総利益 11,726 12,005

返品調整引当金繰入額 0 －

返品調整引当金戻入額 － 1

差引売上総利益 11,725 12,007

販売費及び一般管理費

販売促進費 2,752 3,021

広告宣伝費 278 216

役員報酬 116 118

給料及び手当 3,905 3,908

役員退職慰労引当金繰入額 32 19

旅費及び交通費 561 467

事業所税 5 5

減価償却費 149 164

研究開発費 ※3
 1,483

※3
 1,677

支払手数料 891 842

その他 969 889

販売費及び一般管理費合計 11,145 11,331

営業利益 580 675
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業外収益

受取利息 ※4
 16

※4
 9

受取配当金 28 26

固定資産賃貸料 ※4
 29

※4
 25

補助金収入 － 16

保険配当金 － 11

その他 26 11

営業外収益合計 101 101

営業外費用

支払利息 126 199

手形売却損 47 27

支払手数料 154 71

その他 33 27

営業外費用合計 361 325

経常利益 320 450

特別利益

関係会社株式売却益 211 －

特別利益合計 211 －

特別損失

たな卸資産評価損 2 －

固定資産除却損 ※5
 4

※5
 －

投資有価証券評価損 53 30

関係会社株式評価損 － 59

貸倒引当金繰入額 17 －

特別損失合計 77 89

税引前当期純利益 454 360

法人税、住民税及び事業税 341 265

法人税等調整額 △19 △40

法人税等合計 321 225

当期純利益 133 135
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 　 1,175 55.8 1,109 51.4

Ⅱ　労務費 　 476 22.6 489 22.6

Ⅲ　経費 ※２ 455 21.6 560 26.0

　　当期総製造費用 　 2,107 100.0 2,159 100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 147　 153　

　　　合計 　 2,254　 2,313　

　　他勘定振替高 ※３ 13　 3　

　　期末仕掛品たな卸高 　 153　 147　

　　当期製品製造原価 　 2,088　 2,162　

(注) １　原価計算の方法は、標準原価計算による組別、工程別、総合原価計算であります。

※２　経費のうち主なものは減価償却費であり、第77期240百万円、第78期272百万円であります。

※３　他勘定振替高は貯蔵品振替高であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,304 4,304

当期末残高 4,304 4,304

資本剰余金

その他資本剰余金

前期末残高 0 －

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 7 19

当期変動額

剰余金の配当 11 11

当期変動額合計 11 11

当期末残高 19 30

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 537 542

当期変動額

剰余金の配当 △126 △126

当期純利益 133 135

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 5 8

当期末残高 542 550

自己株式

前期末残高 △89 △98

当期変動額

自己株式の取得 △15 △2

自己株式の処分 6 2

当期変動額合計 △8 △0

当期末残高 △98 △98

株主資本合計

前期末残高 4,760 4,767

当期変動額

剰余金の配当 △115 △114

当期純利益 133 135

自己株式の取得 △15 △2

自己株式の処分 4 1

当期変動額合計 7 19

当期末残高 4,767 4,786
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △104 △243

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△139 59

当期変動額合計 △139 59

当期末残高 △243 △184

土地再評価差額金

前期末残高 2,033 2,033

当期末残高 2,033 2,033

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,928 1,789

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△139 59

当期変動額合計 △139 59

当期末残高 1,789 1,849

新株予約権

前期末残高 － 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 2

当期変動額合計 1 2

当期末残高 1 3

純資産合計

前期末残高 6,689 6,558

当期変動額

剰余金の配当 △115 △114

当期純利益 133 135

自己株式の取得 △15 △2

自己株式の処分 4 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △137 61

当期変動額合計 △130 81

当期末残高 6,558 6,640
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

　先入先出法による原価法

　（収益性の低下による簿価切下げの

　　方法）

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却方法 (1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用しており

ます。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

　 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

　 (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

　ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

なお、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりま

す。

(3) リース資産

同左

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額

法により償却しております。 

社債発行費

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

期末の債権に対する貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(11年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期より費用処理して

おります。

過去勤務債務については、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(11

年)による定額法により按分した額

を発生の事業年度より費用処理して

おります。

(2) 退職給付引当金

同左

　 (3) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払に充てるた

め、内規による支払見込相当額を計

上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

　 (4) 返品調整引当金

返品による損失に備えるため、法

人税法に定める限度相当額を計上し

ております。

(4) 返品調整引当金

同左

　 (5) 販売促進引当金

販売した製品・商品に対する将来

の販売促進費の支出に備えるため、

直近の実績を基礎にして計上してお

ります。

(5) 販売促進引当金

同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしているため、

特例処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ

ヘッジ対象

　借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

金利の変動によるリスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おりますが、投機的な取引はおこ

なっておりません。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ その他 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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【財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(たな卸資産の評価基準及び評価方法) 

　当事業年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

        ────────────────

(リース取引に関する会計基準等) 

　当事業年度から、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これによる損益に与える影響はありません。

        ────────────────

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

        ────────────────

 
 
 

(損益計算書) 

　前事業年度において、営業外収益の「その他」に含め

ておりました「補助金収入」及び「保険配当金」は、当

事業年度において、営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記することに変更いたしました。

　なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれ

る「補助金収入」及び「保険配当金」は、それぞれ２百

万円及び９百万円であります。
　

　

【追加情報】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

        ────────────────

 
 
 

(退職給付引当金) 

　当社は、確定給付型の制度として、厚生年金制度及び適

格退職年金制度を設けておりますが、このうちの適格退

職年金制度を平成21年10月１日付で確定給付企業年金

制度へ移行しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

　１　偶発債務(預り保証金に対する連帯債務保証）

ウエルライフ株式会社の入居者よりの預り保証金

に対する金融機関との連帯保証債務　  28百万円

　１　偶発債務(預り保証金に対する連帯債務保証）

ウエルライフ株式会社の入居者よりの預り保証金

に対する金融機関との連帯保証債務　   9百万円

※２　受取手形割引高 2,361百万円
　

※２　受取手形割引高 2,147百万円
　

※３　担保に供されている資産については、当事業年度
　　　において全て解除されております。 

※３　　──────────────────

　４　借受有価証券

貸借対照表に計上した有価証券のほか、株券消費

貸借契約により借り受けた有価証券は101百万円

であります。

　４　借受有価証券

貸借対照表に計上した有価証券のほか、株券消費

貸借契約により借り受けた有価証券は101百万円

であります。

※５　関係会社に対する負債

　　支払手形 1,099百万円

　　買掛金 345　〃

※５　関係会社に対する負債

　　支払手形 1,411百万円

　　買掛金 428　〃

※６　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日
公布法律第34号)に基づき事業用土地の再評価を
行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土
地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま
す。
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算
定しております。

　　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　　再評価を行った土地の
　　期末における時価と
　　再評価後の帳簿価額
　　との差額

△1,032百万円

※６　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日
公布法律第34号)に基づき事業用土地の再評価を
行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土
地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま
す。
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算
定しております。

　　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　　再評価を行った土地の
　　期末における時価と
　　再評価後の帳簿価額
　　との差額

△1,132百万円

 
 
 
 
 
 
 
 

※７　売掛金

貸借対照表に計上した売掛金には、信託受益権等

を設定した上で現金化を留保している2,163百万

円が含まれております。

　上記の時価と再評価後の帳簿価額との差額のう
ち、賃貸等不動産に関するものについては、△189
百万円含まれております。

※７　売掛金

貸借対照表に計上した売掛金には、信託受益権等

を設定した上で現金化を留保している2,267百万

円が含まれております。

※８　財務制限条項

借入金のうち、シンジケートローン契約(残高
4,000百万円)には財務制限条項が付されており、
下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に
基づくエージェントの借入人に対する通知によ
り、契約上の全ての債務について期限の利益を失
い、借入金元本及び利息を支払うことになってお
ります。
(1)　各年度の決算において、損益計算書及び連結損

益計算書に記載される営業損益及び経常損益
が２期連続して損失計上とならないこと。

※８　財務制限条項

借入金のうち、シンジケートローン契約(残高
4,800百万円)には財務制限条項が付されており、
下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に
基づくエージェントの借入人に対する通知によ
り、契約上の全ての債務について期限の利益を失
い、借入金元本及び利息を支払うことになってお
ります。

(1)　　　　　　　　　同左

(2) 各年度の決算期の末日において、貸借対照表及
び連結貸借対照表に記載される純資産の部の金
額を、平成20年３月期実績の75％以上に維持す
ること。

(2)　　　　　　　　　同左

　９　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と
貸出コミットメント契約を締結しております。
当事業年度末における貸出コミットメントに係る
借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 300　〃

差引額 3,700　〃
　

　９　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と
貸出コミットメント契約を締結しております。
当事業年度末における貸出コミットメントに係る
借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 ―　〃

差引額 3,000　〃
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　他勘定振替高は貯蔵品及び営業外費用への振替高

であります。

※１　他勘定振替高は貯蔵品及び営業外費用への振替高

であります。

※２　不動産賃貸費用は固定資産税５百万円、減価償却費

15百万円、手数料等13百万円であります。

※２　不動産賃貸費用は固定資産税５百万円、減価償却費

13百万円、手数料等12百万円であります。

※３　研究開発費の総額は、1,483百万円であります。この

うち人件費922百万円、減価償却費106百万円が含

まれています。

※３　研究開発費の総額は、1,677百万円であります。この

うち人件費996百万円、減価償却費142百万円が含

まれています。

※４　関係会社に係るものが以下のとおりあります。

　　受取利息 ６百万円

　　固定資産賃貸料 14　〃

※４　関係会社に係るものが以下のとおりあります。

　　受取利息 ４百万円

　　固定資産賃貸料 14　〃

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　　建物、 　
　　工具、器具及び備品 ４百万円

※５　　──────────────────

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 166,564 36,799 12,131 191,232
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 36,799株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　       12,131株

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 191,232 7,765 3,950 195,047
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　  7,765株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　     　 3,950株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具及び備
品

634 402 231

その他(ソフトウ
エア等)

166 70 96

合計 801 473 327

 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具及び備
品

421 300 120

その他(ソフトウ
エア)

158 96 62

合計 579 396 182

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 145百万円

１年超 182　〃

合計 327　〃

(注)　上記①、②の金額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 102百万円

１年超 79　〃

合計 182　〃

(注)　上記①、②の金額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっております。

③　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 179百万円

減価償却費相当額 179　〃

 

③　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 145百万円

減価償却費相当額 145　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

　主として臨床検査薬事業における分析装置であり

ます。

ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース資産の内容

　・有形固定資産

　　　　　　　　　　同左

　・無形固定資産

　主として医療用医薬品事業における医薬品情報管

理システムであります。

　・無形固定資産

  　　　　　　　　　同左

②　リース資産の減価償却の方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

②　リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　　　　同左

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成21年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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当事業年度(平成22年３月31日現在)

　

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用

しております。

　

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額(百万円)

(1)子会社株式 2,102

(2)関連会社株式 0

計 2,102

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが
極めて困難と認められるものであります。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

未払事業税 13百万円

未払賞与 213　〃

貸倒引当金 39　〃

販売促進引当金 126　〃

退職給付引当金 114　〃

役員退職慰労引当金 84　〃

その他有価証券評価差額金 167　〃

その他 54　〃

繰延税金資産小計 815　〃

評価性引当額 △112　〃

繰延税金資産合計 702　〃

　 　

　　(繰延税金負債) 　

土地再評価に係る繰延税金負債 1,589百万円

繰延税金負債合計 1,589　〃

繰延税金負債の純額 △886　〃

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

未払事業税 19百万円

未払賞与 216　〃

貸倒引当金 21　〃

販売促進引当金 119　〃

退職給付引当金 147　〃

役員退職慰労引当金 84　〃

その他有価証券評価差額金 126　〃

その他 97　〃

繰延税金資産小計 832　〃

評価性引当額 △130　〃

繰延税金資産合計 701　〃

　 　

　　(繰延税金負債) 　

土地再評価に係る繰延税金負債 1,589百万円

繰延税金負債合計 1,589　〃

繰延税金負債の純額 △887　〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.7％

　　(調整) 　

永久に損金に算入されない費用項目 27.3〃

住民税均等割 6.2〃

試験研究費の税額控除 △9.2〃

評価性引当額の増減 △4.3〃

その他 10.0〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 70.7〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.7％

　　(調整) 　

永久に損金に算入されない費用項目 31.0〃

住民税均等割 7.8〃

試験研究費の税額控除 △21.2〃

評価性引当額の増減 5.0〃

その他 △0.8〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.5〃
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 171.06円 173.14円

１株当たり当期純利益金額 3.47円 3.53円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 133 135

普通株式に係る当期純利益(百万円) 133 135

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,341 38,329

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益金額
の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

  　　　
  潜在株式の種類　  　 新株予約権　　

　　

  潜在株式の数   　　　　　　41個　　　　
  　　　
　これらの詳細については、第４提

　出会社の状況　１株式等の状況

　 (2)新株予約権等の状況に記載の

　とおりであります。

  　　　
  潜在株式の種類　  　 新株予約権　　

　　

  潜在株式の数   　　　　　　41個　　　　
  　　　
　これらの詳細については、第４提

　出会社の状況　１株式等の状況

　 (2)新株予約権等の状況に記載の

　とおりであります。

　

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　　該当する事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　　株式交換による日本薬品工業株式会社の完全子会社化及び会社分割による当社茨城工場の分社化

　

　　『第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）』に記載」し

ております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】
　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

フクダ電子㈱ 100,000 216

 東映㈱ 300,000 143

 ㈱日本医療事務センター 374,400 142

 ㈱朝日工業社 238,000 92

アルフレッサ ホールディングス㈱ 14,500 58

 ダイト㈱ 30,000 46

㈱みずほフィナンシャルグループ 231,000 42

㈱メディパルホールディングス 36,333 40

富田薬品㈱ 25,000 37

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 151,000 30

その他９銘柄 209,028 124

合計 1,709,261 975

　

【その他】
　

種類及び銘柄 投資口数(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券) 　 　

ダイワ・グローバル債券ファンド 80,000,000 62

合計 80,000,000 62
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却
累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 8,085 135 10 8,210 6,179 229 2,031

　構築物 467 1 ― 468 423 3 45

　機械及び装置 3,177 267 46 3,398 2,767 186 631

　車両運搬具 14 0 0 15 13 0 1

　工具、器具及び備品 1,545 150 128 1,566 1,315 142 251

　土地 5,194 ― ― 5,194 ― ― 5,194

　リース資産 64 71 ― 136 24 20 112

　建設仮勘定 22 ― ― 22 ― ― 22

　 有形固定資産計 18,570 627 185 19,01210,723 583 8,289

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 24 ― ― 24 10 4 14

　リース資産 26 9 ― 35 7 5 27

　電話加入権 21 ― ― 21 ― ― 21

　 無形固定資産計 71 9 ― 80 18 10 62

長期前払費用 17 0 3 14 11 8 3

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　社債発行費 16 9 ― 26 7 3 18

     繰延資産計 16 9 ― 26 7 3 18

(注)　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　 機械及び装置 茨城工場 258百万円

　 　 　 　 　

　
　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 97 1 44※１ 2 52

返品調整引当金 6 4 ― ※２ 6 4

販売促進引当金 312 293 ― ※１ 312
　

293

役員退職慰労引当金 208 19 19 ― 207

(注) ※１ 当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。

     ※２ 当期減少額（その他）は、返品による損失見積額の洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 5

預金の種類

当座預金 1,616

普通預金 10

通知預金 670

定期預金 450

別段預金 2

計 2,749

合計 2,755

　

２　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱アステム 111

富田薬品㈱ 78

㈱ケーエスケー 66

ほくやく㈱ 46

中北薬品㈱ 45

その他 230

合計 578

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成22年４月満期 14　(　914)

〃 　５月 〃 15　(　848)

〃 　６月 〃 384　(　384)

〃 　７月 〃 164　(  ― )

合計 578　(2,147)

(注)　(　　)内は割引手形を示します。
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３　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

アルフレッサ㈱ 1,863

東邦薬品㈱ 1,174

㈱メディセオ 1,150

㈱スズケン 551

シーエス薬品㈱ 471

その他 1,813

合計 7,025

　
(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(Ａ)
(百万円)

当期発生高
(Ｂ)
(百万円)

当期回収高
(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高
(Ｄ)
(百万円)

回収率＝
(％)

(Ｃ)
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間＝(Ｄ)÷
(ヶ月)

(Ｂ)
12

6,675 23,917 23,567 7,025 77.0 3.5

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

４　たな卸資産

　

科目 金額(百万円) 摘要

商品 1,592医薬品 1,535、臨床検査薬他 57

製品 288医薬品 254、臨床検査薬他 33

仕掛品 147医薬品 111、臨床検査薬他 35
　

原材料 136医薬品 98、臨床検査薬他 37

貯蔵品 48医薬品製剤見本

合計 2,213 ―

　

５　関係会社株式

　

会社名 金額(百万円)

(子会社株式) 　

日本薬品工業㈱ 1,651

㈱化合物安全性研究所 400

シャプロ㈱ 51

計 2,102

(関連会社株式) 　

ジャパンソファルシム㈱ 0

計 0

合計 2,102
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②　負債の部

１　支払手形

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

シオノケミカル㈱ 1,246

日本薬品工業㈱ 938

ジャパンソファルシム㈱ 472

日医工㈱ 114

ダイト㈱ 76

その他 207

合計 3,055

　

(ロ)期日別内訳
　

期日 金額(百万円)

平成22年４月期日 908

〃 　５月 〃 813

〃 　６月 〃 686

〃 　７月 〃 645

〃 　９月以降 1

合計 3,055

　

２　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

日本薬品工業㈱ 305

東ソー㈱ 256

シオノケミカル㈱ 226

宇部興産㈱ 124

ジャパンソファルシム㈱ 123

その他 247

合計 1,283
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３　短期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱りそな銀行 300

㈱三井住友銀行 169

㈱みずほ銀行 100

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 91

合計 660

　

４　１年内返済予定の長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱あおぞら銀行 392

㈱三井住友銀行 324

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 300

㈱東京都民銀行 268

㈱常陽銀行 240

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 180

㈱みずほ銀行 160

中央三井信託銀行㈱ 140

㈱横浜銀行 110

㈱北陸銀行 77

その他 218

合計 2,409
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５　未払費用

区分 金額(百万円)

販売奨励金 401

人件費 597

支払利息 8

営業経費他 659

合計 1,666

　

６　長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱あおぞら銀行 1,014

㈱日本政策投資銀行 1,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 825

㈱三井住友銀行 727

㈱東京都民銀行 528

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 480

㈱みずほ銀行 380

中央三井信託銀行㈱ 320

㈱横浜銀行 260

㈱北陸銀行 210

その他 760

合計 6,504

　

　

(3) 【その他】

該当する事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して
おります。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。　
　http://www.chemiphar.co.jp/ir/stockholder.html

株主に対する特典 なし

(注） 当社の定款より、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

  　  ことができません。

　
　　　    (1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　    (2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　    　(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　    　(4)単元未満株式の買増し請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　事業年度　第77期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)　平成21年６月29日関東財務局長に提出
　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　　平成21年６月29日関東財務局長に提出
　
　

(3) 四半期報告書及び確認書

　　第78期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　平成21年８月11日関東財務局長に提出
　
　　第78期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月13日関東財務局長に提出
　
　　第78期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)　平成22年２月12日関東財務局長に提出
　

(4) 臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

　平成21年12月８日関東財務局長に提出
　
　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）の規定に基づく臨時

報告書　平成22年５月11日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

 98/104



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成２１年６月２６日

　

　

日本ケミファ株式会社

 取 締 役 会　御 中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　

公認会計士　　國　　井　　泰　　成
　

　 印

　

指定社員
業務執行社員

　

公認会計士　　小　　林　　功　　幸

　

　 印

　

指定社員
業務執行社員

　

公認会計士　　大　　野　　開　　彦

　

　 印

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ケミファ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ケミファ株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ケミファ株

式会社の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本ケミファ株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

　会社)が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成２２年６月２９日

　

　

日本ケミファ株式会社

 取 締 役 会　御 中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　

公認会計士　　國　　井　　泰　　成
　

　 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　

公認会計士　　小　　林　　功　　幸

　

　 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　

公認会計士　　大　　野　　開　　彦

　

　 印

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ケミファ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ケミファ株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２２年５月１１日開催の取締役会で株式交換による日

本薬品工業株式会社の完全子会社化及び会社分割による茨城工場の分社化を決議している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ケミファ株

式会社の平成２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本ケミファ株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

　出会社)が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成２１年６月２６日

　

　

日本ケミファ株式会社

取 締 役 会　御 中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　

公認会計士　　國　　井　　泰　　成　　

　

　

印

　

指定社員
業務執行社員

　

公認会計士　　小　　林　　功　　幸

　

　

印

　

指定社員
業務執行社員

　

公認会計士　　大　　野　　開　　彦

　

　

印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ケミファ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第７７期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ケミファ株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

　会社)が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成２２年６月２９日

　

　

日本ケミファ株式会社

取 締 役 会　御 中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　

公認会計士　　國　　井　　泰　　成　　

　

　

印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　

公認会計士　　小　　林　　功　　幸

　

　

印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　

公認会計士　　大　　野　　開　　彦

　

　

印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ケミファ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第７８期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ケミファ株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２２年５月１１日開催の取締役会で株式交換による日

本薬品工業株式会社の完全子会社化及び会社分割による茨城工場の分社化を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

　出会社)が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

日本ケミファ株式会社(E00957)

有価証券報告書

104/104


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	製造原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	重要な会計方針
	財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項

	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

